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〔論文〕
液晶部材の産業組織と企業間取引
金 容度
泉がセット製,!i１，から部品へ，さらに川上の材料へ
シフトするIIjilf1がl刈れており，デジタルテレビ0）
場合はこうしたIlJilfilがさらに著しい。すなわち，
テレビからその部品，その部,Iii11から材料へｆｌ脱・
付加価値のⅧ;（泉がシフトしており，この材料のｊｉ
な櫛成部分が液晶部材･である。
つまり，需要の急(''１長，高収]IMFⅢ高付)IlllillilILI
などが液晶部材産業の分析の重要性を裏付ける。
それだけでない。液Al,パネル産業にとっての液
I1i1,部材の敢要’１１；も高い。まず，液晶パネルの製造
コスト，あるいは，（llIi格に,Liめる部材コストの比
瓶が高い。同比LlRは，液,Iii1,パネルの大きさとＩⅡ途，
ＴＩ丁況などによって変わるが，大まかには取りlI111i格
の５割～７割であるといわれる。
さらに液晶パネルの大型化によってその比liIは
高まっている。つまり，携帯電話機Ⅱ]・デジタル
カメラ１１]液晶よりはＰＣＩ|]液,Ｉｉｉｌ１で，ＰＣⅡ]液,Iii11よ
りは大型テレビ１１１液晶で，同比頑は高い。Ｉﾀﾞ'|えば，
2005年春時点で，ＰＣ向け液晶I111i格に占める部材
コストのlに'１は40～50％であったのに対して，テ
レビ向け液,1T11Illli格に占める同比軍は60％を超えた。
40型液晶パネルI1lli格の７割を,Liめる部材コストの
比重を下･げるために，三星電子がいろいろなＩ夫
を加えたにもかかわらず，2006ｲ下上191にも，同比
IIEが依然として60％を上回っているといわれる2．
反面，半導体の場合，製造装置と設計・プロセ
ス技術が競ｲ}力の根幹であるだけに，半導体製造
コストのうち部材の比重は低い。したがって，需
要家のコストにおける重要性という面からは、半
導体材料と比べ，液晶部材U)方がはるかに重要で
あるといえる。
さらに，コストｍだけでなく，液晶部材の,Ｉｉｉ１,質
や供給能ﾌﾞ]も，液晶産業に大きく影響している。
zli実，部材不足や良品率低迷のため増産に苦戦し
ている稗国と台湾の液晶企業もある。
[謝辞］本研究の遂行にあたり財団法人l玉|際コミュ
ニケーション基金ﾕｌｚｌ戈14年度調査1ﾘﾄ先助成（平成
15年度～１７年度実施，プロジェクト名「携帯詣話
産業における国際戦略提携｣）を得た。記して感
謝する。
目次
序論
液晶部材の種類と機能
液晶部材産業の形１%参入のプロセス
液晶部材産業の寡占構造とその硬[Ａｌ
日本企業の高いTIj場地位とその要因
液晶部材企業の高い価格交渉ﾌﾞﾉとその要因
液晶部材の供給者と需要家0)協力
需要家との'1M係による影響
結論
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
－
ｍ
Ⅱ
Ⅲ
Ｗ
Ｖ
Ⅵ
Ⅶ
Ⅲ
Ⅸ
 
Ｌ序論
本稿の課題は，日本の液晶部材廠業を取り上げ，
その産業組織と企業||M取引を分析することである。
本稿の分析対象として液品部材産業を取り上げ
るI1lL[１１について述べておこう。
蝉国，台湾企業にシェアを奪われている日本の
液I1Ti1I企業（＝液晶パネル企業）と違って，後述す
るように，［１本の液品部材企業は１１界市場でl[Iilii'ｌ
ｌＷに高いシェアを,Liめている．
また，近年，デジタルテレビ，携ＪＩｌＩ;`電話，デジ
タルカメラが急速に普及され，液I1TT11の需要が'''１び
ている。こうした液晶需要の'''１びによって，液品
部材市場の規模も拡大している。ｌＷｉＬの液晶部材
市場の規模は，2002ｔ１１の8,920億|｣lから，2004ｲ'三
には１兆7,320億''1に成長し，2010年には３兆4,000
億}'１以上になる見迦しである'。
それに，電子産業0)場合，利絲・付川I111i値のⅢ；！
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3２液iVl部材の産業組織と企業|H1取引
特に，液晶部材の,Iii1,質や供給能力｣て:のⅡ１１題が#IY（
発するのは，新|仕代の液晶製,1ii11の立ち_上がりlUlで
ある。例えば，第６１吐代，第７世代液I'i11,111ガラス
基板の立ち_上がりの時期に，某ガラス基板メープノー
が，技術的なUI1題で納入遅れを起し，液,lii1,企業の
生産に差支えが発生した３．
次に，日本の液晶部材産業のいろいろな側面の
'１１で，本稿で，産業組織と企業ｌｌｌ１取り|に分析のメ
スを入れるIlMllZlについて言及しておこう。
液I1iTl,部材贄は，液晶に使われることによってその
IillWIが発揮できる。したがって，液晶部材の敢嬰
性は，液晶，あるいは液晶産業との関辿の中で論
じられるべきである。その関連が集約されている
のが，液晶部材と液晶パネル企業|Ａ１の取｢)|である。
その際，「1本の液晶部材篝企業によって支えられ
ている需要家は，必ずしも日本企業に限らない。
韓国や台湾の液晶パネル企業も，部材U)多くを'三｜
本製に依存しているからである。例えば，韓匡|の
液晶パネル企業は部材の６割を'三1本からの調達に
依存しているといわれる４．後述するように，液
晶部材企業とのより密接な協力を求め，ｌｌｉｌ烟や台
湾の液晶パネル企業が|]本の液晶部材企業をパネ
ル工場近くに誘致する動きも活発である。
こうした事実関係に||((らしてみれば，世界液,ＩｉＴｌＩ
市場を席巻する東アジア諸国の液晶企業を支えて
いるのは，日本の液,Y,部材企業5であるといえる。
それゆえ，液''１１１，部材蘂の企業間取引を分析すること
は，液晶部材を－つのﾘﾘ||とする，東アジアの分業
や企業の国際展開についての111解を深める手がか
りでもある。
それに，本文で分析されるように，液１７１部材の
取引は，需要家と供給者の利害の対立，そしてIilii
者間の協力を伴うものである。しかも，こうした
対立と協力の両面が編み出しているダイナミズム
は，’二|本液晶部材･企業0)競争力の源泉と密接にﾙiIi
びついている。従って，液品部材の企業|lllllY引の
分析は，｜司廠業の発展過程をI1l1lIi#する上でも不可
欠な課題である。
液,11111部材の企業間１Ｍ|は，同産業の嘩業組織と
も深く絡んでいる。本文で明らかになるように，
液晶部材の取り|における液晶部材企業の高いI1lli格
交渉力は，同産業が寡占構造になっているという
産業組織面の特性に負うところが大きい。また，
液晶パネル企業とのIili力関係が，液晶部材･企業の
高い競争ﾉﾉ，参入企業数の限定に影響した色彩も
濃い。企業間取り|の協調の1111面が，液晶部材の産
業組織の特性に強く影響したのである。
つまり，液晶部材U)企業|Al取引と同産業の産業
組織は，密接に絡み合いながら，液晶部材･産業の
発展を規定してきたといえる。
本稿の榊成についてであるが，まず，Ｈ～Ｖは
旅業組織の分析である。Ｈでは部材の物Il1的な特
性が部材の産業組織の特徴にも影響するという点
にＷ|意して，液晶の製造兀裡とリンクさせつつ各
部材の機能mIiの特徴を述べる。mでは，液晶部材
の旅業組織の形成のプロセスを，主なプレーヤー
がどのように，なぜ参入してきたかという切り口
から検討する。１VとＶでは，こうした参入企業に
よる寡,LiIM象と'三|本企業の高い市場シェアを１''心
に，液品部材の産業組織の特徴を分析した上で，
その要因について検討する。
旅業組織の分析との関連を念顕におきつつ，Ⅵ
～Ⅶlでは企業間取り|とその影響について分析する。
まず，Ⅵでは，部材企業の高い価格交渉力とその
班'五|を｢''心に，液,1iil,部材･の企業間取引における需
給音間対立:0)llllii【iiを検討する。ⅥIでは，その逆の
UIllTii，つまり，液,ITT',部材U)供給者と需要家の協力
について分析する。vlllでは，需要家との関係が日
本の液晶部材企業に与える影響を検討する。
H・液晶部材の種類と機能
一重に，液晶部材といっても，液晶部材･の種類
は多||皮にわたる。液晶パネルのを榊造を表す図ｌ
によれば，液晶パネルの製造には，カラーフィル
ター，I1iiii光板（＝NPF＝偏光フイルム)，配|ｲﾘ膜，
ITO膜などのフィルム類の部材はもちろん，ガ
ラス基板のようなガラスで作られる材料も必要で
ある。また，スペーサ（保持材)，液品材料，シー
ル剤，などの材料にﾉⅡ|えて，バックライトも必要
である。
このバックライトも１つの部材薑ではなく，いろ
いろな部材からなっている。例えば，図２にみる
ように，バックライトは，光源である冷陰極管
(CCFL（＝ColdCathodeFluorescentLaml))） 
の他に，拡散板，反射板，導光板，ブリズムシー
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図１液晶パネルの断面図
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卜など多くの部材から構成されている。
そこで，どのような部材がどのような機能を果
たすかを，液晶パネルの製造工栂とリンクさせつ
つ擁Il1しておこう（図３参照)。
図３に現れるように，液晶パネルの製造工程は，
①ガラス基板製造，②パターン形成，③カラーフィ
ルター基板製造，④セル組立，⑤モジュール組立
の５つである。①～③が前工栂であり，④と⑤が
後正程である。
こうした製造工程の流れに沿って“各工程に使
われる諸液晶部材の機能について述べておこう。
まず，兀程①の主たる部材のガラス基板は，両
'''1ｍから液品材料を挟む機能を果たしており，そ
のため，1枚の液IIii1,パネルに２枚のガラス基板が
使われる。この液晶)I]ガラス基板には，平滑性が
要求されるので，アルカリイオンを含まない無ア
ルカリプノラスが使用される。
工栂②のパターン形成の成膜工程にはｌ根 0)パターン形 順Ｉ ＩＴＯ順
(＝透lⅢ導電膜＝轆化インジウムすず膜）が使わ
れる。ガラス基板上に，この透|Ⅱl導電|模が塗られ
ることによって，初めてガラスに電圧がかかり，
''１身の液晶物質が反応して文字や絵を表示するこ
とができる。実際，ＩＴＯ膜は，ガラスと一体に
なって液晶パネルメーカーに納入される場合が
多い。
③のカラーフィルター工程は，②のパターン形
成了[程を経たアレイ蕊板にカラーフィルターをⅡl1i
り付けるＩ:粗である。カラーフィルターは，ガラ
ス基板に赤，青，緑の三原色を微細に規側llJlLく
印liilIし，任意の色を表示する部材である。カラー
フィルターの大きさはガラス基板の大きさによっ
て決められるので，両部材は，技術発展において
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図３液晶の製造工程と関連部材
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プノラス基板をｌＩｌ１ｉり合わせて，（液晶封11:川）シー
ルパ'|を塗布する。このシール剤も，２枚のガラス
基板のｌｌＩｌ隔をliiil定するために使われるものである。
この状態のプノラス基板を必要な表示mimサイズ
に切断した後，この空の状態のパネルへ液品材料
(ミクスチャ）を注入し，注入口を封I上する。液
IIT'1材料は，低iln(では固体ﾙi1iIW,状態であるが，ｉｌｍｌ腱
の｣=:界とともに，一部紬I1iiI1をもった液体になり，
さらにi1nl1隻を－１:げていくと，完全な液体になる物
質である8．
注入'二|の封｣'二後，再１隻洗浄してから，I1iTii光板を
11,1iり付ける。この偏光板0)機能，そ0)柵成部材に
ついてやや立ち入って述べておこう。
l11iii光板は液,171,パネル１枚につき２枚使われる光
も，市場規棋の変動においても密接に連動してい
るといえる。
④のセル組立工程では，特に，多くの液,Iiil,部材
が使われる。まず，超純水で洗浄したＴＦＴ基板
｣§にIIi[llfIl膜を|=l1liilⅢ，焼成する。配lf11I膜とは，液,ITil1
を一定方向にlⅡiベ光の通過をコントロールするllfll
材であり，その材料としてはポリイミド薄膜|}が
主流である。ポリイミドは，１０インチガラス某板
１枚につき数ｍｇ使われるとされる7．
ＥｌｌｌＩｌｌｌ，焼成されたlliMl膜はラビングというﾉ17法
で擦られた後，ＩＮＩ度洗浄される。その後，２枚0）
プノラス基板の''１１隅を一定に保ち，液,liT1lm面0)ゆが
みを防ぐという機能を果たすスペーリをガラス－１§
に散布して'111定する。と共に，片Ｉｌｌｌｌには，２枚0）
アレイ
基板
力 フー
フィルター
検査
セル完成
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学フィルム状のフィルターで，360度に振動する
光のうち，一定方向に振動する光だけを通過させ，
画面上の細かな明暗を調整する機能を果たす。つ
まり，液晶前面に置いて，バックライトの光の反
射を制御することによって，液晶の明るさ（＝輝
度)，及び視野角（＝鮮明なilmi像が見られる範囲）
を決める,。
偏光板は，ボリビニールアルコール（＝ＰＶＡ，
以下，ＰＶＡとする）フィルムという樹脂フィル
ムの両側を，トリアセテートセルロース（＝ＴＡ
Ｃ，以下ＴＡＣとする）フィルムという偏光板保
護フィルムで覆った構造となっている。つまり，
偏光板の主要な材料がＰＶＡフィルムとＴＡＣフィ
ルムである。
まず，ＰＶＡフィルムは，文字や画像を液晶画
面に表示するために必要な光だけを通す工学フィ
ルムである。同フィルムは，通常，液晶層を挟む
形で２枚使用され，原料は機能性樹脂である。具
体的に，エチレン，酢酸，酸素などをもとにして
できる酢酸ビニルモノマー１０を原料とする。
もう一つの偏光板材料のＴＡＣフィルムは，液
晶製造中のＰＶＡフィルムに傷が付くのを防ぐ機
能をする。ＴＡＣフィルムは，もともと銀塩写真
のフィルムの支持体として開発されたが，光学均
一性や不燃性，電気絶縁`性といった特性が優れる
ため，液晶パネルの偏光板保護フィルムとして使
われるようになった。
さて，偏光板と液晶の間にはさむ形で取り付け
られるのが位相差フィルムである。位相差フィル
ムは液晶の視野角が広がることによって生じる光
学的なゆがみや色のにじみを防ぎ，液晶の視野角
を決める重要な部材曇である。
すなわち，液晶の特性上，視野角を広げると，
光のゆがみや色のにじみが生じやすくなり，斜め
から画面を見ると正面から見るのに比べて色がはっ
きりしないなど，画質にばらつきが生じる。しか
しＴ位相差フィルムを使うと，どの場所から見て
も同じような画面が見えるようになる。
偏光板メーカーは，反射防止フィルムも調達し
て組み付ける。反射防止フィルムは，液晶画面に
張り付け，部屋の明かりや光景が映り込むこと，
また，汚れや傷が付・着することなどを防ぐことに
よって，画而を見やすくする部材贄である。
反射防1kフィルムの場合，薄い樹脂フィルムに
光学的な機能を持つ他の素材を塗り重ねて作るが，
作り方によって，表面コーティングするタイプ
(ＡＲ）と，フィルム表面に微細な凹凸を設けて
外光を拡散させるタイプ（ＡＧ）に分かれる。そ
のうち，後者の方が主流であったが，凹凸により
画面の精細さを落としたり，斜めから白っぽく見
えたりするなどの欠点があって，液晶Ⅲi面の大型
化もあいまって，前者のコーティングタイプの採
ｌ１ｌも増えている。
こうして完成される偏光板は，粘着剤によって
ガラス基板に貼り付けられる。それを検査するこ
とによってセル組立工程は完了する。
最後の⑤のモジュール組立工程に関わる主要な
部材は，液晶パネルの背後から光を照らバックラ
イトである。バックライトは，図２にみるように
多くの部材から構成されており，従って，単体の
部材ではなく，光源にいろいろな光学部品を組合
わせたユニット，あるいは，モジュール'１である。
まず，光源であるエッジライトには，冷陰極管
が主に使われる。冷陰極管は，ガラス管内に水銀
の蒸気やアルゴンなどのガスを充満させ，放電し
た際に発生する紫外線で蛍光体を光らせる。電灯
として使う蛍光ランプに比べて冷陰極管の構造は
単純である上，発光効率を高めるために，直径２
''''１'弱～３１Ⅱ'Ⅱ強の極細ランプの形になっている。
ただし，バックライトの光源として，発光ダイ
オード（LED）も浮上している。もちろん，冷
陰極管は，ＬＥＤより輝度が高く，消費電力が小
さく，大型の液晶画面で細管化しやすい上に，
ＬＥＤより部品点数をより多く減らすことができ
る。そのため，テレビ向け，パソコン向け液晶の
バックライトでは，主力の光源は冷陰極管である。
しかし，冷陰極管の原材料として多く使われる水
銀は公害問題を発生する可能性があるため，最近，
携帯電話用液晶ではバックライト光源としてＬＥＤ
を採用するケースが増えはじめている'2。
また，冷陰極管を光源とする場合も，バックラ
イトの照射方法は液晶の真下から照らす直下方式
と，液晶の横端から照射するエッジライト方式の
２つに分かれる。高輝度を要求される液晶テレビ
には直下方式が主流であり，パソコンのようにそ
れほど高輝度を必要としない機器には，エッジラ
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イト方式が主流である。
こうした冷陰極管を保漣する筒状の特殊ガラス
管がガラスチューブである。ガラスチューブは，
32インチテレビ川液11711,で16本，５０インチテレビ||］
液ＩｌｉＴｌｌで25本程)蜜が使われるといわれる。
バックライトの柵成Nll材は他にも多い。反４１版
はエッジライトから111る光を，表示部材の方lr1に
できるだけi届れなく供給する部材である。この反
射板によって，液I1iT11minliがlIlるくなり，Ⅲ質がlfil
-l者する。導光板は光をパネル全体に均一に散iliL
させる機能を果たしており，アクリル板とも|ＩＩＰば
れる。
拡散板は液ｌ１ｉｉ１１パネル表1｢iiに光を均一に広げる機
能を果たす部材であり，ポリエステルフィルムの
炎１１mに光拡散材をコーティングして作られる。）Iiil（
度向上フィルムやプリズムシートは，拡散板を皿っ
て拡散した光を液晶の祝ｌＷ１に集め，液晶パネル
のｊＩｉｌｉｉ度を向｣二させるため0)部材である。
これまで各製造二[程に使われる代炎ｌＷな部材の
機能について述べてきたが，これだけでも，部材
の数が少なくないことが分かる。
ところで，液晶部材U)価lliiYiが多いだけに，分析
を進める上では，軍要唆を埜準に分析対象の部材
をもう少し絞り込む必哩がある。
まず，市場＃l模からすれば，カラーフィルター
が最も大きく，次がバックライトユニット，その
次の偏光板とプノラス基板のTlj場搬l桃はほぼ同じで
あるといわれる。
液晶パネルのI111i格で占める比ZlIからすれば，プノ
ラーフィルター，バックライトユニット，偏光板，
プノラス基板に液晶駆ｌｉｌ１川ＩＣをjlⅢえた５つの部材
が求要である。そのうち，特に，プノラーフィルター，
バックライトユニット，液,IiT1lll1iMI1ⅡｌＣの３つの
部材は，高Illli格である｣己:，供給７Ｍ１になるケース
が多く，液,liilIパネル企業にとって，「３悪」とlllIz
ばれた時期もある。
その他，液晶材料，ｌｌＷﾘ膜，液I'ｎ'１対1上1Ⅲシール
剤，ＩＴＯ導砺膜，スペーサなども，液品の製造
に亜要な役;!;'|を果たすNll材ではあるものの，Ｉ１ＩＩｉｲｶﾞ
柵成比率は高くないⅢ)。
なお，５つの重要部材の'１１で，厳密にいえば，
液１７１駆動llllCは半導体であり，他の液品部材と
はその性格を異にする'１。そこで，水稲では，プノ
ラーフィルター，バックライトユニット，偏光板，
プノラス基板0)４つの部材と，それと密接な関連を
もつ部材を主な分析対象にして議論を進めていく
ことにする。
IIL液晶部材産業の形成：参入のプロセス
1．参入の様相
’三|本の液I1Ti1I部材企業が1(111業当初から|両l事業を三iﾖ
ﾉﾉにしたわけではない。そのｌｌｌりで，’１本の液IIii1，
部材企業は，本業からの多ﾉﾘ化という形で液１１両1,部
材ilj場に新jlM参入してきたといえる。従って，液
,ITT!,部材の産業;1111縦の特性を考える際に，まず，そ
れぞれの企業がどのように新規参入してきたかを
分析する必要がある。いくつか0)代表|'|<ﾉな液１１両１，部
材工１１業において，日本企業の参入の特徴を概観し
ておこう。
（１）カラーフィルター市場への参入
液1W,部材TIj場の'１｣で，最も多くの企業が参入し
て競ｲﾄを繰り広げてきたのはカラーフィルターで
あった。参入が上Tlかつた先発企業は,L1,版'1]Ⅱ1'|，大
'三|本印１１１'|，此li1'三'１刷など'三|]''''１企業であった。その
うち，参入が最も早かった凸版印111111は，1987ｲＩｉｌＪｉ
まで，液,lii'１１Ⅱプノラーフィルター市場で独占ｌＷな｣也
位を占めた。
だが，その後，小型液I'両1,プノラーテレビの４Ｍ;が
増火することによって，プノラーフィルターの需要
もＩｌｌｌび，凸版'三ljlliIllの供給能力だけでは|ＩＭＬが見え
た。こうした液,1iT1I部材の供給不足は，電子メープノー
0)小』'i1液Ｉ１１ｉ１１プノラーテレビの｣Iuil産，及び新規参入に
おいて大きなボトルネックとなっていた。
これをビジネスチャンスと捉えた-1:述の|言lIllil''３
社は，1987ｲﾄﾞと88年に哨産，あるいは本格｢l<1な参
入にllY組んだ。｜ﾀﾞ||えば，８７年に，凸版'三llliilllは，滋
賀県八l1Tl7市O)精密電子工場内にカラーフィルター
の刺Ⅲ弓場を新設し，生産を開始した。よって，
同社O)プノラーフィルター41二庫能ﾌﾞﾉは，従来の４倍
近くまで『)|き｣2げられた゜さらに，８８ｲ'三には，人
'三|ﾉMI1lil'|，jlilTil'三|]刷がプノラーフィルター市場に本
格参入することによって，’三''''１Ⅲ大手｣_:位３社がプノ
ラーフィルターilj場をも先占することになった'5。
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特に，大'三1本印liil'|は，電着のノウハウを持つ'二|本
石1111化学と提携した'6．
その後，バブル崩壊に伴う不ﾙiLで，しばらく新
規参入する企業は現れなかったが，1994年頃より
カラーフィルターの需要が急増したので，後発企
業が続々と参入してきた'7゜例えば，この１１柳1，
東レや住友化学グループ，三菱化学などの化学素
材メーカー，そして，日本ペイント，ｉ【''１束塗料な
どの塗料メーカー，さらに，アンデス砺気，ミク
ロ技術研究所など，異業種から０)参入が朴Ｉ次
いだ'8.
1993年より滋賀県瀬|Ⅱ工場でカラーフィルター
のZli業を開始した東レは，９４年末から量産設備を
新設し，｜可市場に本格参入した。同社は，このカ
ラーフィルター事業を国内における事業拡大の柱
と位置づけて，その後も積極的な投資を行なった。
1994年１０月に三菱化成と三菱111I化の合併によっ
て誕生した三菱化学は，９５年２月に，約100億|]ｌ
を投資して液晶用カラーフィルター事業に参入す
ると発表した。これは三菱化学f州lの人型投資案
件でもあった。まず同社は，北九州Tljの黒lllii事業
所にパイロットプラントを設置し，カラーフィル
ター用の樹脂や顔料，そして，プノラーフィルター
生産技術の開発を進めた。
しかし，化学産業や液品産業の持続｢|<)な不況の
あおりで，同社がカラーフィルターの本格(|<｣な大
量生産を開始したのは当初の計imjiより遅れた１９９８
年であった。その際，三菱化学LIjL独ではなく，プｊ
ラス基板メーカーの旭硝子との共同でカラーフィ
ルター事業に本格参入した。すなわち，９７年６月
に，液晶用カラーフィルターの製造販売会社とし
て，三菱化学と旭硝子が折半'１１資する「アドバン
スト・カラーテック」が設立され，９Ｍ三夏から工
場が稼動された。その後，黒lllii醐業所の第１工場
がフル稼働されても，供給が需要に追いつかず，
2000年には，第２工場の新設にも着手した。
住友化学は，1994年８月に，カラーフィルター
Ｚｎ業への参入を発表した。住友化学の場合も，単
独ではなく，複数企業の共|可Ⅱl資の形で参入した。
つまり，住友化学が55％，伊藤忠iWiZ11が30％，束
洋紙業が15％を出資して，ＳＴＩ・テクノロジーと
いうカラーフィルターの製造販売会社を設IlZし，
95年より量産を開始した。
ただ，STI・テクノロジーは，設立以来，経営
赤字が続いたため，2000年に，住友化学は，lil社
を台湾企業との合弁に転換した。すなわち，住友
化学は111資比率を40％に低めた上に，台湾の液晶
関連ベンチャー企業のji'|度に50％，剣度の筆頭株
主の東元砺機に１０％をぞれぞれ出資してもらった。
塗料メーカーとしてはい住友化学グループの|'|’
東塗料の参入がlilかつた。ｉ(Ⅱ１束塗料がカラーフィ
ルター事業に参入したのは1992年１月であった''１．
参入してしばらく，同事業の業績はよく，全社の
売_上高や利jIlfの{''１びへの寄与も大きかったとされ
る。こうした好成績を支えたのが同社の電着法の
技術であった。；｜''１束塗料は，電着法関連で約40の
特許を持ったが，この雨着法は，一部の印llilll企業
系のカラーフィルターメーカーの「顔料分散法｣20
などに比べ，プノラーフィルターの大ｌｌ１ｍなコスト
ダウンを可能にした上に，耐久性（耐熱性liil薬
品性）でも優れていた。
こうした好調の波に乗って，神東塗料は，カラー
フィルターの生藤能力を拡充し，人員も増強した。
同社は参入以来，干葉県八千代市にカラーフィル
ターニ[場を２つ設けていたが，1994年下191には，
第３工場も稼動した。また，カラーフィルター生
産の拡充のため，新卒採川を増やすと共に，親会
社の住友化学から|Ⅱ向を受け入れるなど人員のj1W
強を図った。なお，｜司社は，当初，ＳＴＮ型液,１１１１
１１１に特化することによって生産性を高め，競合｜Ⅱ
手に対抗してきたが，ＴＦＴ型液晶向けのカラー
フィルターの生藤にも着手した。
だが，横極ｌＷなZ'1業拡大の努力は，結果的に固
定費墹人につながり，設備の不調や液晶パネルの
供給過】IillによるIillllllれなどとあいまって，19961'１
３月ｌＵｌに，｜(lll東塗料の経営業績が悪化した。こう
した経営不振に対応して，神東塗料は，９５年１２１１
に開発と営業を一体化した上，９６年４月には関西
に販売子会社を設立して本体の営業担当者を移籍
させた。さらに，カラーフィルター束業に絡む製
造設IiHiなど資産100億'１強と営業権を，住友化学
が100％|Ⅱ資して設立した「ケミトロン株式会社」
に譲渡した．
’三１本ペイントも液晶111カラーフィルターエ|【業に
新規参入した塗料メーカーである。同社は，「レ
ジスト庵着法」を|刑発し，その技術を利用して，
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は|｢｢|社売I:高のｌ沓'|を超える事業に成長した。な
おかつ，９６ｲ'三に，同社は偏光板の専|''n場（尾道
ｶﾞﾘ’二[場）を設け，テレビlfTlけ液,'１１１，１１１偏光板zli業
をスタートした。ただし，２００５１１三秋には，I1iiii光板
rll業へo)依存による経営リスクを避けるため，中
'五'0)天fl1で|=|勅Ｉ１ＩｌＩｌ鋼板を補強するテープなど，
Ｍ１１Ｉ１１:部材の上上産をも開始した。
住友化学は，1980年代後半に愛媛]:場でIiTii光板
のA腕を|)|ｲ始した．｜司社愛媛Ｔ:場は，１３年に，別
子銅'110)銅精錬に伴ってlUるIili硫ｉＷノスを肥料と
して活)Ⅱするために設けられた］:場であり，５８年
には'三|本初の石1111化学コンビナートに成長した。
その後，石1111危機を機にして|司工場は製造,ｌｉｉ１１１=lを
!;11直し，液,Iii1I111偏光板の製造に取組んだ。川本的
に，同社は，８７年に変'性ポリカーボネート樹脂を
フィルムに加工した「スミプノライト」という梨,１，１，
を|ﾙ１発し，その製,!Ⅱ1,をセイコーエプソンに売り込
み，８８ｲﾄﾞ秋からはパソコンやワープロ向け液I1ii1lII1
I1iTii光板を数社の液,IiT',パネル企業に供給した。
日本化薬は，1980年代半ばに偏光板市場に参入
した。｜iT1i<|:は，染料，農薬の主カニ[｣易の東京工場
でlliiii光板の試験生旅に取糺'んで，８６年から液I1iT1llll
偏光板の)i１座を始めた。ただ，｜]本化薬は，９１｛'三
に有沢製作『ﾘTとの此'同Ⅱ{|資で，ポラテクノ社を設
]）し，偏光板などもこのポラテクノ社に移管した。
ボラテクノ社は，９９年に，薄型テレビ向け商機能
フィルムz１１乗にも参入した。当初は，プラズマテ
レビ向けに集中したが，2003年から液晶|(Tl高機能
フィルムzli業も本格的に行っている。
他方，前述の'二１束電工は，1989年より位jH1叢フィ
ルムの４Ｍ;も|#|始しており，｜可じ年に，住友化学
0)111資企業の大倉二[業も位’111差フィルム市場に参
入した。合成樹脂が本業であった大倉I:業が新規
材料r1i業の血:ち_上げに取りﾎﾞI'んだのは87年であり，
8()ｲｌｉに位'1]差フイルムの製造を開始した_'二，９０年
には偏光板事業にも進lllした22゜
位ﾄ|]差フィルム市場にごく最近参入した'三１本企
業もある。2002年10月に同T1j場に参入した'三|本ゼ
オンである。日本ゼオンは，古河グループの化学
メープノーとして1950年に設立され，５２１Fに，’1本
で初めてllh{化ビニールの量産を開始した。５９｛1三に，
|iIi<l:は合成ゴムの蛾産を|ｻﾄ|始し，今は特殊ゴムの
'１１:ViL-の企業になっているが，７３f'三には化成,Iii11事
1994年11月より岡'１|勝央lll｢にノノラーフィルターの
専Ⅱ]兀場を建設し，９５ｲ'三には'１７１]二場で品産を１１卜|ｌ(ｆＩ
した。
塗料メープノーの他にも，この'|制01にプノラーフィ
ルター事業に参入した企業が少なくない。例えば，
青森所在の電子部,Ｉｉｉｌ１メープノーのアンデス電気は，
1993年から液,1ｉＴｌ１１|]カラーフィルターの1ﾘ}究，｜ﾙ１発
に着手し，９４ｲ|:未に試作に成功した。同社は，９５
ｔ例月に，工場の最産設IIliを縮え，｜TiltIﾐ夏から)it
産にlMiみ切った。’三1本写真印lliIllも，９４年春から液
晶パネル企業数社にプノラーフィルターの供給を始
めた。
ｕ－ｆで検討したように，液I'ii11111ブノラーフィルター
市場には多くの企業が参入している。液,IiilI部材の
'１１で，同部材Tlj1易の企業数は多い刀である２１゜し
かし，後述するとおり，先発であった凸版印刷，
人'三１本印刷の２社が，今もプノラーフィルターTlj場
において上位２社の座を,1Ｊめ，他の企業を大'１１mに
突き放していることから，このTIj場では，一番手
の利１１１t，あるいは先発の利益がl1Iﾘlいていることが
柵11||できる。
他方，1995年頃に現れたように，参入企業の｣ﾛ
ﾉⅡ1とこれら後発企業の激しい売り込みはプノラーフィ
ルターの市場IllIi格を下げる要因であった。こうし
たI1lli格下落に対応しきれない後発企業は，カラー
フィルター市場からのlIi1退を余儀なくされた。
（２）偏光板，及び位相差フィルム市場への参入
偏光板の最大手のl1Ll〔fli工も，元々は，粘着テー
プの国内最大平メープノーであった。異業種から液
晶部材に参入したという点では，多くのブノラーフィ
ルターメープノーと変わらない。
卜|束砺工は，大企業の資本を受け入れていない
独立系として，1918年に創業して以来，電気絶縁
材料，粘着テープを主ﾉﾉ事業にしてきた。戦後に，
絶縁テープなどでＤＭＩを呪わすと共に，エレクト
ロニクス関連の製,Iiil1群を拡充しており，その一つ
が詔｣|(Ihlけ液｛ｎｊＩｌｌ１から始まった偏光板Zli業であっ
た。l1iTii光板事業に参入したのは70年代後半であり，
従って，同社の偏光板''１業は301F以｣この歴史を
持つ。
参入後，｜可|<|§の聟I1Wi了1:場で，I11iii光板の上上産をjIli1
やしてきており，1990〈|{代半ばには，偏)'6板事業
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ラスを真空環境下に貼り合わせる「液晶滴下法」
の利用により，製造時間を大'偏に短縮した。
「液晶滴下法」による液晶封止用シール剤は，
90年代前半にＩＢＭと富士通にも採用され，ガラ
ス基板が１ｍ角を超えると，「液晶適下法」によ
る協立の製品・製法の強みはより大きくなった。
2000年には，韓国のＬＧフィリップスから協立へ
液晶封止用シール剤の引合が入り込んだ。ＬＧフィ
リップスから派遣された技術チームの厳しいデー
タ検証を経て，協立の液晶封止川シール剤がＬＧ
に供給されるようになった。その後，協立の「液
晶滴下法」は，４０インチ以上の液晶パネル接着剤
のデファクトスタンダードになり，同社の液晶封
止用シール剤は，台湾６社，日本，韓国，中国各
２社に供給されるようになった。
業も始めて，その後も，新規事業の開拓を続け，
2002年に液晶の位相差フィルム市場に新規参入
した。
（３）ガラス基板と液晶封止用シール剤への参入
日本企業のうち，液晶川ガラス基板への参入が
最も早かったのは旭硝子であった。旭硝子は京浜
工場に設備を導入し，ＩＴＯ膜の成型加工を含め，
液晶、ガラス基板の一貫生産に踏み切って，１９８７
年後半からワープロ向け液晶用ガラス基板の供給
を始めた。さらに，９０年代に入ってから，同社は，
山形県米沢市に液晶川ガラス基板の専門工場を設
けた。同社は，前述したように，三菱化学と共同
出資する形でカラーフィルター事業にも携わって
いる上，後述するように，バックライトの構成部
材のガラスチューブ事業も行なっている。
旭硝子よりやや遅れて，日本電気硝子が1992年
に，日本板硝子が1993年にそれぞれ液晶用ガラス
基板事業が参入した。日本板硝子の場合，ＨＯＹＡ
と折半出資でＮＨテクノグラスを設立すること
によって，液晶ガラス基板の本格生産を始めた。
ただ，この何年間の動きをみると，日本板硝子は
他の２社より消極的な姿勢を見せている。つまり，
ＩＴバブル崩壊による苦い経験から，同社は主力
事業として建築，自動車向け板ガラスに拘って
いる。
液晶封止用シール剤については，協立化学工業
(以下，協立と略する）の同市場への参入と展開
について見ておこう。
同社は，元々1957年２月に，東京illl田で創業さ
れた商社である。創業後，提案営業で需要家に製
品の価値を売り込むうちに開発力をも磨いてきた。
例えば，同社は，電機メーカーの悩みを聞いて連
乾性アクリル接着剤を開発しており，その製品は
スピーカーなど音響機器メーカーに広く売れた。
また，同社は，特殊用途の接着剤を大手メーカー
に生産委託するファブレスメーカーであるが，８７
年に，その製造にも取組んだ。
その後，｜司社が液晶封止用シール剤事業に参入
し，なおかつ，（１１｣びた要因は，｜可社が考え出した
｢液晶滴下法」と絡んでいる。
つまり，協立は，ガラス基板を貼り合わせる前
に大気中に液晶材料を滴下し，その後に２枚のガ
2．参入の理由
次いでに，このように異業種から多くの企業が
机次いで新規参入した理'11について考察しておこ
う。部材塗の種類が多いので，携わっている企業も
多く，それだけに，参入の理由も多様であるもの
の，ある程度多い企業に共有されている理由も
ある。
液晶部材メーカーの参入事例をみれば，同事業
に参入した時点で，それまでの本業が経営不振に
陥っていたケースが多かった。厳しい経営状況下
で，市況による経営'成績の変化を緩和するために，
成長性収祐性の高い新事業を探し求めて，おり
しも需要が'111びていた液晶部材麺事業に参入した企
業が多いのである23．
事例から確認しておこう。
1957年に合成ゴムの国産化を目指して官民で作
られたＪＳＲ（97年にＲ本合成ゴムから社名変更）
は，６９年に民営化されるまで国策会社であった鋼。
同社は，７９年に半導体材料のネガ型フォトレジス
トの販売を開始して，８７年に液晶部材事業に参入
した。具体的には，液晶の配向膜や画面に赤，青，
緑の色をつける着色レジスト（感光性樹脂）事業
への参入であった。
これらの事業への参入の大きな理由は，売上高
の半分を占めていた合成ゴム部門の採算悪化にあっ
た。需給ひっ迫による原料の値_上がりを合成ゴム
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の塗料企業がほぼ|可じ時)９１に，なおかつ，プノラー
フィルターという同じ部材TIj場に新規参入してい
たことから，こうした横Iil)iび意誠，過当競争体質
が液晶部材Ｚ１１業への参入に影響したことがllliillllで
きる。
既存zli業の不振から，経尚0)新たな突破'三Iとし
て液晶部材zll業を始めたもう一つの企業事Iﾀﾞ'|とし
て，日本ゼオンをあげることもできる。同社は創
業以来の三iiﾉﾉ事業の塩化ビニールの需要が'''１び悩
んで，2000ｲﾄﾞ撤退を余儀なくされ，それに代わる
新規事業として，前述したように，位相差フィル
ム市場に参入してきた25･
ロ産化学も経営不振に対応してファインケミプノ
ルrii業に参入し，なおかつ，液,!i11,部材事業を手が
けた。同社は，1960年代までは拡大路線を堅持し
たが，第１次石1111危機による経樹,不振を機に，車
業体質の改善に着手した。すなわち，原材料コス
トの影響1が大きい石油化学部'''1から撤退する代わ
りに，農薬を中心としたファインケミカル化をｌｉｌｉ
逃し，液IITi1IO)配lfill膜材料到1業にも参入してきた。
住友化学も，石1111危機の影郷を受け，ファイン
ケミカルzl:｢業の比Z11を高め，その一環として液晶
部材市場に参入してきた。すなわち，住友化学は，
石1111危機の影響で主力の石illl化学およびナイロン
原料のプノプロラクダムやIii1i雌など基礎化学製,1,,1,が
諸に打撃を被ったため，ファインケミカル車業へ
の多角化を試みた。その一環が偏光板事業，プノラー
フィルターＺｌｉ業であった。この点では，’三|本ゼオ
ンや'三|厳化学などと似通っている。
他方，深刻な経営危機は経験しなかったものの，
より高い企業成長，高付加Illli価化を求めて，液,Iii1l
111l材事業へ多/rl化した企業も少なくない。９３{｢前
後にプノラーフィルターに参入した印llilll企業が代表
'1<りな例であろう。
Ｉﾀﾞ||えば，’三l11iiIllj雄業は寡占il<1な産業組織になって
おり，当|侍に深刻な経営不振に陥ったわけではな
い。しかし，液晶の需要増加に伴って，カラーフィ
ルターなどの,'iilI不｣IlLが目立っていた。そのため，
'百lI1iilll企業にとって，カラーフィルター事業は，ｉＷｉ
業'三|]刷物などlllIi存耶業に比べると成長率が高く，
付川lImi値も高いと評I111iされたように思われる。そ
こで，すでに1980ｲﾄﾞ代から同市場に参入していた
,L1,版印IiIll，大'三|本l舌ljllilIだけでなく，他の印Iiilllメー
製,ｌｉｉｌ１の価格にjliii嫁できなかったからである。つま
り，ＪＳＲは，合成ゴムの原料メープノーと合成ゴ
ムの需要家の'''１に挟まれた立場であり，低いI111Hff
交渉ﾉ｣を強いられたのである。こうした主力zll業
の採算:悪化弱いIilli格交渉力を政禅するために，
同社は，市況に左右されにくい，かつ，Illli格交渉
ﾉﾉを高める余地のあるzli業へ0)多/ｒｌ化を急いだ。
その一環が液lTIII川レジスト事業への参入であった。
スタンレーfE気は，1994年lJi，主ﾉﾉの'二|動IlrllM
迎製,Iii11が苦戦する｢'１で，第二のllWM;0)柱になるこ
とを|ﾙl始して，液I1ii1l111バックライト冷陰極管事業
に参入した。アンデス電気が95ｲ｢にプノラーフィル
ターの量産に乗りlⅡしたのも，ｌｌｌ高で音響メープノー
などからの受１１：が落ち込んでいた''１で，受i拙(を
確保するためであった。
カラーフィルターzli業に新伽,l参入した塗料メー
プノーの事例をみても，上述とjilYi似した参入EMlが
確認できる。
塗料メープノーは，１%(料調達先の化学メーカー，
'二l1D1jIlIメープノー，家fliメーカーなどの大手ユーザー
に挟まれ，長い''１|，低収益体質に甘んじてきた。
そのため，域料各社にとって，非途料zll業の育成
は長ｲ｢のテーマであり，経営,課趣であった。新し
い。｢業への多/ｒｌ化によって，鱗料璽１１業の低ｌｌＷＩｆ
性から脱出しようとする意識は常にilj1かつたとさ
れる。
とりわけ，バブルl1il壊後，塗料業界の経営危機
は深刻であり，1993ｲ'二12月に，｜Til産業は，雇１１１洲
１剛｣成金の業梛指定を18年ぶりに受けた。例えば，
i【''１束塗料は，本業の餓料事業0)不振にﾉⅢえて，バ
ブルl1iIl壊によって，遊休｣也を利川した不動産賃岱
の展|ﾙ1が裏口に'１'て，1992年９)二'101｢'''''１決算で，
27億111強の索IiiIiltI尖を記録した。そのため，親会
社の住友化学の三li禅で経営再建が進められたが，
鍍料部|Ⅱ1単独では赤字から脱/<|]できなかった。そ
こで，同社は，塗料事業の不振を補う'三lil<1で液lii'’
１Ⅱプノラーフィルターに本格進lllした0)である。参
人後，カラーフィルター事業は好調を続けたＩ:，
それが一層の多/rl化のlIli進を後llllし，９４ｲＩｉ２Ｉ]に，
木材|ﾘﾉ腐剤，殺虫剤など化成,liiI1の専'''二1:場を兵lilf
の尼llliii工場内に建設した。
なお，塗料i雅楽の場合，同業企業ｌ１Ｉｌの桃並び意
識が強く，過当競争体質も強いとされるが，多く
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ﾌﾟﾉｰも，カラーフィルターを「戦llIifWfilIi1,」として
位置付けて，競って新規参入したのである。
そして，後述するように，｜U:界液晶部材産業の
かなりの領域を日本企業が掌握しており，同事業
を一つのIIIlllにして成長してきた企業も多いから，
凡そ参入時の期待は実現できているといえるZoo
中には，参入当初の期待と違って，Zl1業がうま
くいかなかった企業もある。好調である企業も，
難関がなかったわけではない。厳しいハードルを
乗り越えるための様々な工夫や努ﾌﾞﾉが加えられた。
ひいては，液晶部材薑事業で失敗したならば，倒産
されてしまった可能性が高い企業も多数ある。Ⅱ従っ
て，液晶部材事業への参入，あるいは，多ﾉﾘ化が，
苦し紛れの選択であったという而も取視されるべ
きである。
ただし，液,!iＴｌ,部材の'１１で，カラーフィルター，
偏光板，バックライトの冷陰極管などは，参入企
業数が多い方である。これらの部材には，液晶パ
ネル企業をはじめ，韓匡|や台湾のメーカーが新側ｌ
参入しているからである。
しかし，プノラーフィルター市場の-k位集中度は
高く，１２位数社によって市場がほぼ握られている。
参入企業が多いにもかかわらず，寡占構造である
といえる。偏光板の場合も，１０社以_上が参入して
いるものの，４０型以上テレビ用の大型液晶向け偏
光板を手がけているのは３社ですぎず，しかも，
そのうち，外販を行なっているのは２社にとどま
る。液,1iT11部材のほとんどが寡占市場であるといっ
て良い。
2．寡占構造の要因
Ⅳ、液晶部材産業の寡占構造とその要因 多くの液晶部材で寡,Ｗ]|な市場構造が見られる
が，寡,1｢榊造をもたらした要因は詳らかでない。
そこで，寡,1J柵造の要'五Iについて検討しておこう。
Ｉ|刑１１液晶部材の市場規模がそれほど大きくない
ことはよくkl'られる。こうした個別液晶部材の市
場規摸のilill約のため，IllHl)Ill市場では寡占化が進ま
なければ利iiIiiもⅡ|にくい。
だが，こうした説|ﾘlだけでは，ＴＩｊ場規模が産業
組織を決めるという決定論になってしまう。もう
少し要因を11111下げる作業が必要である。
寡11J櫛造の要因として，何らかの参入障壁がl1lリ
いていることが想定できる。一般的に，技術障壁
と投資障壁があげられるが，液晶部材もこの２つ
の障雌が寡占Tlj場を維持させる要因になっている
ように,'i1Aわれる。
しかし，本欄で論じられる液晶部材の参入障壁
に関しては，強調しておきたい点が２つある。
第１に，液IIT1,部材産業の場合，技術障壁と投資
障壁の屯要性を比較すれば，前者の技術障壁が遥
かに重要であるという点である。
そのI1lL1llはこうである。前述の参入のプロセス
で確認したように，液晶部材事業に参入した企業
は，参入当時必ずしも大企業，あるいは，資金ノノ
の豊富な企業ばかりではなかった。しかも，参入
してきた企業の多くは，既存事業の不振に対応し
て液'1171,部材11｢業に参入したから，同事業にIｺﾞ額の
1．寡占的な産業組織
液晶部材TIj場においては，少数のメープノーがTlj
場を寡占しているケースがとりわけ多い。
Ｉﾀﾞ||えば，液晶用ガラス基板の主なプレーヤーは，
米コーニング，日本の旭硝子，’二|本fli気Iiili子，
ＮＨテクノグラス，ドイツＳＣＨＯＴＴＡＧの５
社に限られる。バックライト|Ⅱガラスチューブ市
場は，旭硝子と日本電気硝子，狐ショットの３社
による寡占状態である。偏光板の主材料のＴＡＣ
フィルムとＰＶＡフィルムの参入企業数は，それ
ぞれ３社と２社に限られる。
液I1iT1,材料，あるいは，液,1iil,ブレンド市場では，
特許が複雑に絡むため，その製造を手Ｍｉﾄけている
主なプレーヤーが３社にすぎない。つまり，独メ
ルク，’三|本のチッソ，大日本インキ化学了[業の３
１<l:で95％のシェアを占める。ただ，大日本インキ
化学は，ＳＴＮ型液晶向け材料が111心であり27,液
I1iT1lの主流のＴＦＴ型向け材料に参入したのは2006
年2Mである。ごく最近までＴＦＴ型液１１市1,材料は，
その基本特許を押さえていたメルクとチッソの２
社しか生産していなかった。さらに，大型テレビ
|fTI液１１１１１，材料は，IYk能面で優れたメルクのみが供給
している。液晶レジストやスペーサ市場にも少数
のメーカーだけが参入している。
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れろ29。
ところが，｜ル|叩)液晶部材企業のうち，特許に
よって参入をllllll2するケースは極めて少ない。特
許がなくても，技術障壁が形１町維持されること
を示唆している。つまり，｜]本企業がほとんどの
液I1iil,部材市場を掌握していることから，技術障畦
をＩｌｌＩし上げる要区|として，特許以外のものが敢要
であったことが分かる。
１Ｍ(しいコストダ'ンンのITリノを伴う液I1TTlI1mi面寸法
の人型化によって，液晶部材の製造に要求される
技術水準が高くなり，その水準をクリアするため
には，長年の製造技術の横I:げが必要である。従っ
て，液/ii』Immhi寸法の大型化に触発され，技術障壁
がｉｆ/iまり，寡占柵造がますます固くなった。これ
が，すでに述べたように，大型液晶111のﾌﾟjラス埜
板，偏光板，ljiTii光板材料などへの参入企業がさら
にIlilllI(されたlll1ll1である。
リミは，最近と比べ，９０ｲ|ｴ代前半までは技術障壁
がＩｌｌ対的に低かったように)L｣(われる。多くの|｣本
企業は，液,１Ｍ'1村市場参入の技術障壁が低い１１柳ｌ
に，雌｢|'的にlilllj場に参入してきて，その後，製
造技術を積み」:げることによって，技術障壁をま
すます高めてきたのである。
いくつかの液Ilii1I部材･を｢''心に，技術lliif壁の具体
|(|りな内容について立ち入って検討しておこう。
flnilに，液,'111,1'１ブノラス基板TIj場についてである
が，プノラス基板は液晶テレビの大皿im化にllf応し
て人型化の一途をたどっている。ガラス蛾板は，
大｣1Mになるほど|#li械的なたわみ量や反り冠を減ら
しつつ，強腰を高める必要がある。また，熱的特
性についてもＩｌｌｌｉ/帳や収縮をより小さくllllえ込まな
ければならない。それに，慨異物，筋などの火
ｌｌＩｉＩ１をそれまでｕＩ§に低減し，歩fWまり0)悪化を防
ぐ必要もある。
このように，プノラス基板0)寸法が大きくなれば，
型jili技術の靴易唆が高くなり，高度な製造技術が
求められる。そして，こうした製造技術上の要求
をクリアし，需要家の要求Ⅱ:様を実1Mする手法は，
ノiンハウの|Ｔｌlまりである。つまり，人型ガラス基
板0)製造技術には，職人の経ﾙﾘiに基づく|暗黙ｸｉｌＩの
部分，数価化できない部分が少なくないので
ある;Mlo
プノラス製造lJilｲiのノウハウをl薄くためには，長
投資資金を注ぐ余裕もなかったことが容易にlIliil1ll
できる。従って，これらの企業が参入に成｣ｿ)した
とするならば，液晶部材巾業へ0)投資障壁がそれ
ほど高くなかったといえる。実は，この点は，後
述するように，液11111,部材産業と液I'ii11瀧業の大きな
違いにもつながる。
もちろん，液晶部材工|｢業においても投資がｲ《Til
火であり，なおかつ，液I'ii1Iminiの大型化に伴って，
必要投資＃111翼が｣W大していることも否めない。投
資障壁が存在することが示される。さらに，技術
障壁が投資障壁とまったくULI係ないとも言い|iﾉﾉれ
ない。
しかし，液晶部材事業の参入に際して，投汽|暗
躍が決定的な屯嬰性を持つとはいいにくいし，投
資障壁と直接関係していない技術障壁も多い。
そこで，本IiIiiでは，液晶部材のi韮業組織，とり
わけ，寡占|(|<]な産業組織を＃１１定した要因として，
主として技術障壁に注'三|したい。
第２に，技術障壁に限定する場合，この技術'１噺
壁がどのようなものであり，どのように形成され
たかを考えなければならない。この点に関して，
液晶部材U)技術障蛾は，製造技術・製造ノウハ'）
とUL1わるものが多いと川)れるが，この製造ノウ
ハウの蓄枝には時|M1がかかる。つまり，液,lii1,部材
の製造技術は，－１|ﾘl一夕に習得することが難しい。
そこで，本稿では，技術障壁のｉｌｌｉｉ泉になる製造技
術，ノウハウが長い経験のし'1で蓄械される点を１，
祝したい。この点も，装潰そのものに製造/'ンハ
ウ0)多くが込められている液晶パネル産業との決
定ｌＷな違いでもある。
さて，技術障壁を商めて寡占柵造を維持する|クリ
として，直に思い浮かぶのは特許のIill1l1であろう。
実際，海外企業の市場シェアが高い部材では，特
許の網が張り巡らされており，特許を取得して他
社の参入を防ぐケースが多い。液,1TII,材料と)lill(腱|（Tl
上フィルムがその典型｢１１な'ｸﾘである。
｜ﾀﾞ'|えば，液晶材料メープノーは，社|ﾉﾘ外で洲達し
た数百剛類の原料を独に|のノウハ'ンで混ぜ，特性
を決める。その際，混合技術などの特許が入り込
んでおり，新規参入は難しい。また，）Iill(度lfTII2フィ
ルムの場合，スリーエムの基本特許の期限は2()()５
年までであるが，同社がIiliil辺特許を2()0件ｕｌ:llY
得しているため，他社の新規参入は難しいとざ
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１Fの経験が必要であり，そのため，｜也社が簡上１１に
追随することも，真似することもできない。新規
参入を難しくする高い技術障壁が形成されている
といって良い。すでに述べたように，第６世代以
降の液晶lEHガラス基板0)三iiたる供給者が米コーニ
ンググループと旭硝子の２社にⅡ(られることも，
このためである。
第２に，液品川バックライトの幟成部材のほと
んども，その製造工程は'三|に見えないノウハウの
固まりであるとされる３１。そして，こうしたノウ
ハウの修得にはかなりの時'''１を要する。これが技
術障壁になり，そのため液I1ii11lUバックライト事業
への新規参入も容易でない。
第３に，I1iTii光板を柵成する'１１ＡＣフィルムと
ＰＶＡフィルムの技術障壁も高い。液晶パネルの
大型化に伴って，ＴＡＣフィルムとＰＶＡフィル
ムも，高度な光学特性を要求されるため，品質管
皿が難しくなる－ｋ，加工技術のりIIli易１隻が高まった。
まず，ＴＡＣフィルムは，ｉ容液流延製順法とい
う特殊な技術で製造されるが，液晶パネルの大型
化に伴って，この製造方法をさらに洗練させ，厚
みを均一にしたり，異物や欠陥などを少なくした
りする技術が必要になった。また，ＰＶＡフィル
ムも、液,1Ti1ImImi寸法が大型になるほど，フィルム
のⅢ'〔さを均一にするためより高度な技術が求めら
れた。
しかも，ＴＡＣフィルムやＰＶＡフィルムは，
いずれもL1iI111iが安く，｜司等の光学特性をＩＩＩｉえたフィ
ルムをこれほど低Illi格で供給するのはlllli存メープノー
以外には困難である。
ｔｌＭに，偏光板は，ＴＡＣフィルムやＰＶＡフィ
ルムを調達すれば，製造可能である上，高度部材
の||卜1発に比べると，相対的に技術lMlli易腰が低く，
参入しやすい32゜
しかし，偏光板も，液晶1ｍｍ寸法が大きくなる
ほど嬰求仕様が厳しくなる。すなわち，現場では，
』j1iL物の混入防II2のためのクリーン化に－１轡努力を
払わなければならない上に，製品に紛れ込むムラ
や筋も低減させなければならない。
それに，安定した数量と品質を確I呆するために，
高度な製造技術が要求される。例えば，特殊なコー
ティングを施したり，別のフィルムを張り合わせ
たりして，１又射防止や防眩などの機能を加えるが，
そのためには，粘着材薑塗布，フィルムの延ＩＩｌ１や張
り合わせなどの製造工程に，より洗練した技術力
が要求される。
図４液晶部材市場における日本企業シェア
ガラス基板(青仮）
ガラス基板（白ｲ反）
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伴って，日本企業の|Alにも力の格差がノムがってい
ることが分かる。
ＩＴＯ膜市場では，ジオマテック（旧「松llMi真
空｣)，三容真空Ｔ:業が川雄であり，後発企業とし
て，かつてガラスの切断・面取りを行っていた倉
元製作所も参入している３６･
透|ﾘ]導制摸の材料であるＩＴＯターゲット材で
は，’三|鉱金属がlU:界トップの約５割のシェアを，
２位の三)|:金属が３割のシェアをそれぞれ占めて
いる。この２社で，｜u界市場の８割を掌握してい
るのである。
液晶封｣'二Ⅱ]シールバ||では，日本の協立，三ｊ１:化
学，日本化学，積水化学工業の４社で世界シェア
の約98％を占めており，特に，大型液晶lIlでは協
立が７判のシェアを握っている37。
Ｖ・曰本企業の高い市場地位とその要因
1．日本企業の高い市場地位
このような寡占的な液晶部材市場を握っている
0)は，日本企業である。１列えば，2002ｆ１ｉの世〉ＩＩＬ液
l1ii1,部材市場における'三1本企業のシェアは70％を超
えており，2004年にも，６２％強に達している羽。
図４によれば，日本企業が１００％もしくは，そ
れに近いシェアを占めている部材が多い。日本企
業のシェアが５割を切っているのは，プリズムシー
ト，）lili度向_ヒフィルム，液晶川フォトレジスト，
液IIiTII材料，曰板のガラス基板などに限定される。
｢１本以外の国の企業がシェアトップである部材は，
iIll(度向上フィルム，液晶材料，ガラス基板位にと
どまる。例えば，液晶材料市場では，ドイツのメ
ルクがl吐界市場の52.9％のシェアをもつM'。ただ，
STN型液晶の比重が高かった1994年lJiには，Ｆ｜
本企業のシェアが今より高く，たとえば，チッソ
が40％，大日本インキ化学]」業と'三1本ロシュの合
弁会社ロディックが30％，独メルクが20％であっ
た35。また，輝度向_ヒフィルム市場でも，米スリー
エムが世界トップで，９０％強のシェアを占めている。
しかし，他のほとんどの液I1ii1,部材では｢|本企業
がトップの座を維持し，かつ，’三|本企業のシェア
が圧倒的に高い。そこで，主要な部材市場を取り
｣こげ，口本企業の高い市場地位について具体的に
検討しておこう。
（２）カラーフィルターと関連部材市場
カラーフィルター（以下，液晶パネル企業のプノ
ラーフィルター内製分は除く）では，早い段階か
ら'三|本企業のTl丁場地位が際立っていた。例えば，
1980f'三代末に，ブノラーフィルター市場で，凸版'三１１
剛１社が７;!；||～８割のシェアを占めていた。その
後，人'三|本印liilllが生産を噌やした上に，新規参入
が相次ぎ，凸版印liilllのシェアは徐々に低1化たも
のの，｝|本企業の市場地位が圧倒的であることは
変わらない。そのため，液晶産業におけるシェア
が高かった'二|本の液晶企業だけでなく，フィリッ
プスなど海外の液I1iil,企業も，カラーフィルターを
専ら日本企業から調達せざるを得なかった。今も，
カラーフィルターでは，凸版印刷と大日本印liilllが
それぞれ40％と30％のシェアで，１，２位の座を
維持している。このiilii社に，住友化学を加えた'三｜
本の３社で外販TIj場の９割のシェアを握っている。
そして，カラーフィルターの原料にあたる着色
レジストの世界Tlj場では，2005年現TLE，ＪＳＲが
30％のシェアを，常二k写真フィルムが15％のシェ
アをそれぞれ占めており，三菱化学も参入してい
る。特に，ＪＳＲは，当初東京応化兀業などが商
品化していた「顔料分散型」の技術を取り入れ,
その技術を改良した新しいレジスト製品をｌｌＩ１発し
たことをてこにして，’三|本市場では圧|f'ｌｌＷな強さ
を発椰している。
（１）液晶用ガラス基板と関連部材市場
液品川ガラス基板市場において首位にIlZってい
るのは，ｎ本企業ではなく，米コーニング社であ
る。しかし，次の２位～４社に名を連ねているの
は，旭硝子，日本電気硝子，ＮＨテクノグラス
等，いずれも日本企業である。トップのコーニン
グが50％のシェアを占めているが，２位と３位の
旭硝子と［|本電気硝子が，それぞれ約25％と20％
のシェアを占め，日本企業のシェア合計はコーニ
ング社のシェアとほぼ拮抗している。ただ，第５
１M代の液晶|h]けまでは，液17,11]ガラス基板に参入
している５社が市場を分け合っていたが，第６世
代以降の液晶向けでは，米コーニングとUiiUi子の
２社が大半を占めている。ガラス基板の大型化に
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（３）偏光板と関連部材市場
偏光板のトップ企業は|三川Iflil:である。l989fF
にl1iTii光板市場における'三lLlI肛|:のシェアは90％に
も達していた。その後，偏光板TIT場の急拡大と他
社の新規参入や塒産によって，｜ＴＩ社0)シェアは低
~卜してきたものの，2005ｲ1:ＨＭﾐも，５()％のシェア
(液,ｌｉｉ１,パネル企業の内製分は除く）の首位である。
また，２位の住友化学が25％のシェアを,Liめる上，
サンリツ等，他の'三１本企業Ｍｌ１わっている。
特に，４０型を超える大lV1液,!i11,テレビ|lLilけ偏光板
を下掛けているのは，’－１ﾙIfliJ:;１脚とIiz友化学，蝉
|玉|のＬＧ化学の３社にすぎない。なおかつ，その
うちＬＧ化学は，同じグループ0）ＬＧフィリップ
スにのみ納入している。大ﾉﾘ1液,Iil,テレビ|filけ偏光
板を外販しているのは'三|束11iJ:と住友化学0)２社
だけになる。
偏光板の主材料のＴＡＣフィルムとＰＶＡフィ
ルム市場の主なプレーヤーがそれぞれ３社と２社
に限られていることはすでに述べたが，その主ブノ
プレーヤーはロ本企業である。
まず，ＴＡＣフィルムTIj場においては，富士写
真フィルムとコニカミノルタオプト，米コダック
社の３社が主なプレーヤーである．しかし，コダッ
ク社は，大型液晶パネルlhlけには参入していない。
従って，大型液晶テレビ|(ilけのＴＡＣフィルムを
Ttlﾄけるのは日本の２社のみである。シェアトッ
プの富士写真フィルムは，lUiLTIjl易の７;!;|l～８割
を供給している。しかも，もうｌｉ<|:のコニブノミノ
ルタがＴＡＣフィルムの人二lTt<ｌｉｉ韮を始めたのは
2000年であるので，それまでは南二ｔ写真フィルム
の独占状態であった。
２位のコニカミノルタは，約２割のシェアを占
めている。ＴＡＣフィルムz}雌を行なっているの
は，コニプノミノルタホールディングス傘~卜のコニ
プノミノルタオプト社である。ただ，｜TTI社は，２００３
〈ＩＩ８凡コニカとミノルタが経営統合されて発足
した企業であり，ＴＡＣフィルムに本格参入した
のは2000年３月である。その際，参入の主体は，
''三|ｺﾆｶであった｡’'三|ｺﾆﾌﾟﾉは，すでに1992年に
ＴＡＣフイルムの試作IWIづくりを|州'1ｲ}し，約８年
の経験を積んでから，｜TilTIj場の本|化Ｍｉを始めた
0)である。その後，積極ｌＷな投査を続けており，
20()611i３月現在，同社はi(ＩｌＩ戸Tljに'１，ＡＣフイルム
]:場を３つ設けている。
’1iii)'6板0)もう一つの材料のＰＶＡフィルムTl｢場
も，クラレと'二|本合成化学兀業の日本２i<|:だけが
握っており，そのうち，クラレのシェアが８;!;'|～
９;!｛||である。ＰＶＡフィルムが苑ｌｌｌされたのはド
イツであったが，クラレがl950fFよりそ0)最産を
始め，腿ｲＷ)経験を蓄積することによって，液I1ii1I
l1lO)TIT場が|ﾙＩ化した現在，ITi倒的な強さを見せて
いる。
位Ｉ;Ｍ:フィルム市場では，首位の'三|束fliTを始
め，常二|:写真フィルム，｜主友化学，｜|本ゼオン,
JSR，大)rT］:業などの'三|本企業が１１１:界Tl『場0)l()０
％を掘っている。特に，後発の日本ゼオンは，独
に'0)新１文術を|Ⅲ１発，導入することによって，liTlzlT
業で柱'三|される存在になっている。「１本ゼオン0）
最近の辿い｣_けについて少し詳しく述べておこう。
従来の兀法では，プノラス基板の寸法に切りlIYっ
た位ＩⅡ錐フィルムを偏光板に張り合わせていた0）
で，’｢ＡＣフィルムを置き換えることが）Illiしかっ
た。しかし，’三|本ゼオンの位州差フィルムは，ロー
ル．ツー．ロールという方式で|可フィルムをl1iTi光
板にiﾙﾐり合わせる手法（溶融l押し'1'し法とli1i<l:の
延'''1技術0Ｍ合せ）を採'1]した。よって，位}[Ｉ兼
フィルムを１１(り合わせる工程が不要になった」１，
ＴＡＣフィルム0)使111枚数が減ったので，I1iTii光板
の製造コストがi1ill減された。そのため，大'11液ｌＩｉｉｌ１
テレビ|ｲﾘけ偏光板メーカーの間に，’三|本ゼオン0）
位|Ⅱ茨フィルム0)孫I1jが進んでいる。その給】し，
位Ｉ[|叢フィルムTl７場における同社の存在感が1Wす
と共に，liilTlj場での競争が一段と激化している。
偏光板メープノーに納入される反射防IlZフィルム
TIj場においても'三|本企業が高いシェアを占めてい
る。ただ，）又9111ﾉljlヒフィルムメープノーは，液lIii1l1l1
とプラズマ111のiilii方に携わっているケースが少な
くないも0)の，Iiliill]途の)又射防｣|:フィルム市場の
企業))||シェアは一致しない。例えば，液1711Ⅱ反射
|ﾘ`jll:フィルムＴＩ]｢場では，大ロ本E1]IiiIllが最大下で，７
;!;１１以_|刀)シェアを占めているが，プラズマlⅡでは’
'二|本1111脂が７;!{'|のシェアを占めているといわれる。
液,Iii11ll収411『jlヒフィルムに限っていえば，大'1
本印１１|'|を]ｌ２ｉ点にして，凸版印１１１'|，常二|:写真フィル
ム，’三|本1111脂などが参入しており，これらの|]本
企業がiIj場のほとんどを掌握している。
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（４）バックライトの構成部材市場
バックライトを織成する各櫛部材のほとんどに
おいても，日本企業のTlj場11h位は問い。まず，拡
散板市場においては住友化学が６;!;|l～７割0)シェ
アを占めており，反射防｣ヒフィルムTlj場において
も，大'三|本|=ｌＵＴＩｌｌ，富士写真フィルム等'三１本企業が
圧Iijlll(|<ﾉなTij場シェアを維持している。及射板１１１の
lと1色ポリエステルフィルムにおいても，東レ'１１が９
５％のシェアを持っている。
バックライト用のガラスチューブ市場は３社の
寡占状態であるが，トップの'三１本？[i気iii1i子のシェ
アが約５割であり，旭硝子が25％で３位である。
つまり，’1本企業が同市場の４分の３０)占有率を
記録している。液晶用ガラス基板では３位に'１２まっ
ている「|本電気硝子が，このバックライト111ガラ
スチューブでトップを維持することは特記にIHIす
る。旭硝子は，同社が54％Ⅱ|資したⅢテクノグラ
スを通じて，ガラスチューブz１１乗をスタートした
が，スタートの時期が[1本電気iiiLi子より遅い2005
年であった｡
冷陰極管市場では，ハリソン東芝ライティング，
スタンレー電気，サンケン電気，ＮＥＣライティ
ング，松卜系のウエスト電気，などの'三|本企業が，
かつて，１００％のシェアを掌握した。最近||本企
業のシェアが低下しているものの，それでも，７０
％台を維持しているといわれる''１．
導光板市場においては，「1本ライツ，エンプラ
ス，｜ﾘ１１石システムが参入しており，これらのL|本
企業が市場で高いシェアを,LiめているⅢ。ただし
'ﾘﾄ|『iシステムはスタンレー電気系の企業である。
すなわち，スタンレー電気は，1994(「当時，導光
板TI丁場で37％のシェアを占めていた|ﾘ|拓システム
を買収した。よって，スタンレー砺気は，すでに
T･がけていた冷陰極管，インバーター|Ⅱ|路に導光
板にﾉⅢえてバックライトユニット0)一貨Llﾐ産休ＩＩｉｌｌ
を雑えた。
パネルlⅡのIIiUliI11膜材料で80％強のシェアを占めて
きた。ただし，受tiﾐ競争が激化する｢'１で，2006〈1二
春先にＪＳＲにシェアを奪われ，日産化学工業の
シェアは，８;!;Ililiiから６割台に下落した。特に，
大型テレビ川の'｢ＦＴ液晶垂直配ＩｉＬＩ膜では，ＪＳＲ
のシェアが９;!;'|に達している。
なお，感光性スペーサ市場においても，ＪＳＲ，
積水化学了[業，ＩＩＭｉ〔化学工業，ナトコペイント，
日本接ＩＭＩ，早)||ゴムなど日本企業が主ノノプレーヤー
になっており'２，ＪＳＲが世界市場の７割のシェア
でトップの座をILiめている。
2．多数の液晶部材セグメントへの参入
日本0)液I1iT1,部材企業は，高い市場地位を占めて
いるのみならず，関連する多品種のセグメントに
携わるケースも多い。つまり，技術的な関連性の
ある多数の液,1TTI,部材で高い市場地位を維持してい
る企業が多い。具体的な事例をみておこう。
偏光板の'11:界トップの日東電工は，ｌ扁光板だけ
でなく，位+|]差フィルム，輝度向上フィルム，プ
ラズマ)'1偏光板材料のＰＥＴ（ポリエチレンテレ
フタレート)'３フィルム事業にも携わっている。
大倉Ｔ:業もl1iTii光板と位Ｉ;|]差フィルムのIilIi方の製造
を行なっている。
ＪＳＲは，着色レジスト，配向膜，位相歪フィ
ルム，感光性スペーサなど多岐にわたる液晶部材
事業に携わっている。
カラーフィルター事業に参入している企業のう
ち，他の液I1ii1,部材Ｚ}l業を|可時に行っている企業も
多い。例えば，住友化学は，カラーフィルターに
加えて，’1iii)'6版，位|《'三|差フィルム，拡散板，有機
微粒子の液I1iT1,ポリマー''などを手がけている。｜両｜
じくカラーフィルター事業を行なっている大|]本
l川illlは，反射|j/jlliフィルム，バックライト0)諸部
材，｜ﾀﾞ||えば，拡散版，輝度向上フィルム等の事業
にも携わっている。Ｔｌルも，カラーフィルターに
加えて，透|Ｉ|等f1iフィルム，反射板111のｌＬ１色ポリ
エステルフィルムを製造している。
また，常,士写真フィルムは，ＴＡＣフィルムだ
けでなく，得意のフィルム技術を活かして，位相
差フィルム，感光性顔料分散フィルムをも製造し
ている上に，2004年より反射防112フィルム事業に
（５）その他の部材市場
lli[lliLill膜Tl丁場においても，’三|藤化学］:業，ＪＳＲ，
'三|立化成工業〆住友ベークライト，Ｔｌルなどが参
入して，’1本企業が同市場を掌掘している。とり
わけ，このHl[l向膜市場では，’三|旅化学J:業の１１１場
地位が群を抜いており，かつてから，’lNlli1液I1n1l
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も参入した。
’三|本ゼオンは，液晶１１ルジストに|Ⅲえて，位|;'三ｌ
差フィルム，拡散板の生産を行なっている。その
-kに，導光板や上述の各櫛フィルムに使われる熱
TiI塑性高機能透lﾘＭ脂（製,Iii１，名「ゼオネックス．
ゼオノア｣）の牛藤も手がけており，この樹脂の
世界市場で80％のシェアを占めている。積水化学
工業は，スペーサ，剛隻|可_ヒフィルム，液晶封｣'二
川シール剤などに携わっている。
スタンレー電気は，バックライトの冷陰極管だ
けでなく，導光板事業をも手がけている上，旭硝
子と日本電気硝子は，液品川ガラス基板に加えて，
特殊ガラス事業の経験に基づいて，バックライト
川ガラスチューブ事業にも参入している。
他方，液晶部材と半導体材料は市況サイクルに
ズレがあるので，このiilii方にjlilll足を置くことによっ
て経鴬の安定化を図って，液晶部材-メーカーが半
導体材料事業に参入するzliW/'|も見られる。例えば，
日東電工は，液晶部材だけでなく，パッケージ１１１
封112樹脂など半導体材料にも携わっている。前述
したように，多くの液晶部材を手がけているＪＳ
Ｒは，半導体フォトレジストのトップ企業でも
ある。偏光板の保護フィルムを生流する藤森工業
は，半導体向け絶縁フィルム，半導体の回路基板
材料も生産している。凸版印'１１'|もカラーフィルター
のみならず，フォトマスク，リードフレームなど
半導体材料事業を行っている。
前述したように，プラズマlⅡ部材を生産してい
る液晶部材企業も少なくない。富士写真フィルム
は，液晶用だけでなく，プラズマテレビ用の反射
防1tフィルムも生産している。）u硝子も，液晶11］
ガラス基板だけでなく，プラズマ)Ⅱガラス基板を
手がけている。同社は，兵庫県尼'|'iiTIjの関西工場
と愛知県武豊IlTの愛）iⅢ:場の二窯でプラズマ用ガ
ラス基板を生産しており，同市場において９割近
くのシェアを握っている。これは，「1本電気硝子
など他の液晶用ガラスメーカーがプラズマ用にそ
れほど積極的でなかったことを示唆している。各
社の競争戦略の差が窺い知れる。すでに述べたよ
うに，日本1111脂はプラズマlhlけの反射防止フィル
ム市場での圧倒的な地位をテコにして，液晶Ｈ１反
射防｣Iフィルム市場にも参入してきた。
3．日本企業の高い市場地位の要因
なぜ，ImZIi業から参入した日本企業がこれだけ
高い市場地位を築いたかについては，寡,1i描造の
喫囚にI||えて，これらの企業と絡んだ追加ｌＷな嬰
囚もあるように思われる。そこで，寡,Wlli造の要
因以外に，’三1本企業の高い市場｣也位をもたらした
要因について分析しておこう。
（１）参入前に蓄積された技術・経験
前述したように，液晶部材の製造技術，ノウハ
'ﾝの蓄積には時|Ⅱ]がかかる。したがって，’三|本0）
液,lii1,部材企業が液晶事業に成功(ｌｌＶに参入できたな
らば，同事業に参入する前に従来の事業で蓄積し
てきた技術が液晶部材事業上の萌要な技術基撚に
なっている可能性が高い。つまり，従来の本業で
培った合成，塗Ｔ，成|漠，微細加工などの技術の
蓄積を生かして'５，液晶部材を開発，製造してい
るTTi能性が高いのである。
Il1実，’三1本の液晶部材.メーカーの場合，こうし
た技術転111の|ﾀﾞ'１は数多い。例えば，偏光)'１１)(メープノー
の'二lLlIfli工の場合，創業以来の電気絶縁材料Ⅱ1ワ
ニスエ'1業を皿じて培った高分子の合成技術，そし
て，高い透ｌＵ１度と信jlri性の接着技術を液晶川偏光
板にlliK川した。人倉工業も，原料の延''１１や張り合
わせなど合成樹脂に使う技術を応)|]して，位'１１差
フィルム，偏光板に参入してきた。
ＴＡＣフィルムメーカーの富士写真フィルムは
写真フィルムのベースフィルムからＴＡＣフィル
ムを|ﾙ1発した。すなわち，長い期||Ⅱ，均一薄届コー
ティング，有機合成，フィルム成膜，光学シミュ
レーションなど|可社が写真フィルムで積み｣:げて
きた製造技術が，ＴＡＣフィルムに生かされてい
る。薪ｈ１ｉされたノウハウに基づく製造技術が同社
のＴＡＣフィルム事業での強さを支えているとい
える'６．
コニプノミノルタも，写真フィルム技術を生かし
て，ＴＡＣフィルムに本格参入した。同社は，ＴＡＣ
フィルムの製造に際して，溶剤に溶かしたフィル
ム棡脂を金属板の上に流し，板を乾燥させてフィ
ルムをはがす製法を採11]しており，この製法は写：
真)'１プノラーフィルムで培った生産技術を活)Ⅱした
ものであるとされる'7。
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本液,LiT1,部材企業の特徴は，｜ﾀﾞ'|えば，熟練二[の重視
に現れている。この点は，液晶lⅡプノラス基板の旭
Iii1i子と米コーニングを比較すると，｜ﾘ|らかである。
液晶ノノラス基板が大型化すると，ごく微細なひ
ずみや泡で不良,'i,１，が発生する。コンピューダー制
御だけでは対応できず，「窯屋」と'１１tばれる熟練
]:の経11iiiと勘による微訓銘に11項る部分が求嬰にな
る。そのため，ガラス基板メープノーは，熟練二[不
hLの問題に悩んでおり，人員確保に懸命である。
ところで，この人貝確(1)Ｍ)やり方が日米企業の
llIlに異なる。旭1ii1i子が従来型の熟練Ｔの養成にこ
だわるのに対して，米コーニングは熟練工に頼ら
ない生産を志lfjlしている。Ｉﾀﾞﾘえば，米コーニング
は-卜万|ｲﾘにガラスを引きⅡＩして成)Iｼﾞする「フュー
ジョン」窯で製造しており，その窯を完全に外部
と遮断する方法をとっている。その設備の稼動を
IL1う従業1Ｗ)ほとんどが他業種からの転I剛lであ
る。それが可能であることは，できるだけ，熟練
にｌＪｉらないように，生産マニュアルを同社の全工
場に共迦化しているからである。
それに対して，）u硝子が導入した，水平方ｌｒＴｌに
プノラスをリ|き出して成形する「フロート法」の窯
には，３人の「窯屍」が常駐するケースが多い。
また，｜i7II<l:が最近建設した「ＡＧＧモノづくり研
修センダー」には，ベテラン窯屋の指導~|く，若手
i<|:貝に原料の配合LL合やiflWMl時の微妙なｉｌＭｉ管Ei1
などを覚え込ませている。
このように，’三|本の液,''１１，部材企業は，長ｆ１三にわ
たる現場でのノウハウの帯liliを束i<Mする。こうし
たノウハウが多くの液晶部材事業で競争力を左右
する重要な要因になっており，従って，多くの液
I'ii1,部材Tlj｣易において，’1本企業がir/iい地位を占め
ることができた。
社内の１１１１場で｣11fった力|[｢:l支術を生かして，液晶
部材用0)金型を内製化する動きもnilれている。積
み_'1げてきた製造1文術のii1ilⅡが液lii1,部材二'1業の競
ｲ'ﾌﾞ]向_上とフィットしているもう１つのIﾀﾞ'1である。
｜ﾀﾞ||えば，’三|本ゼオンは，2006年に，高岡］:場の
１１/(散板ＬＭｉＩＭＩに隣接した場所に，金型工場を新設
し，拡散板の金型を内製化した。
従来は拡散板の成型Ⅱ]金｣L'''1を外部の金型メーカー
に生産委託していたため，金型製造に約３ﾌﾟﾉﾉ｜も
かかったが，金型の内製化によって，金型製造に
liilじ|扁光板フィルムの材料0)ＰＶＡフィルムの
場合も，均一で，かつ薄いフィルムの製造には同
度なＤｌｌｒ技術が璽要であり，これには，長年にわ
たる杭み上げｌＯｌりな技術蓄積が求められた。クラレ
は，元々繊維ZlJ業を行なっていた企業であったが，
樹脂からフィルムまでの一貫生産の強みを生かし
て，最産技術を蓄積することによって，ＰＶＡフィ
ルム市場のトップ企業になった。
UiLi子の場合，本業の建築1Ⅱ板ガラス，ＲｌＩｉ)jIlI
川プノラス事業から蓄梢されたコア技術のプノラス材
料の設計・l1ij勅Ⅱ二l:技術，フッ素化学技術，衣iiii
処111の薄膜形成技術などが液,７，Ⅱ]ガラス基板ZlJ柴
にもつながった。
’二１本ゼオンとＪＳＲも，かつてからの合成ゴム
事業で深耕してきた分子制御技術を着色レジスト
や位|Ⅲ差フィルム事業に応11]している'脚。
大'三|本印111'|は'三|]liil'１で｣11fったコーティング技術，
包装材料の技術を応11Ｉして，液,!i11,川拡１Ｍ(板事業に
参入した｣｡，｜iTl社のプノラーフィルターzll業も，｜了|Ｉ
刷業で蓄積された独|当１０)顔料分散技術を武器にし
ている。神束鹸料が，－１l制１，カラーフィルター
のコスト競ｲﾄﾉﾉで同TlT場のトップ企業と/IlO以｣：
にわたり合っていたのも，同社が自動I|]:111塗装技
術を応用してF'１着法を|ﾙ1発，iililⅡしたからである。
凸版'三|]liiIIlも，１００年uI2にわたる印liiIll製lllI(事業で
端った微細ﾉﾉ''二[技術をプノラーフィルターエ'1業に股
開している。それに，）又射防｣|:フィルムの表1｢Iiに
別の素材を戦布する作業は，｜両Ｉ社が蓄械してきた
印lilI''１支術が応１１１できる作業であった。
スタンレーfIi気も，本業で欝械した'二l1lﾘ)車１１((lUl
機器の技術は，光の技術という点で，液晶のバッ
クライト冷陰Ｍ１筒につながっており，その限りで，
本業で培った経験が液,IiT1,部材Ｉ|｢楽で生かされてい
るといえる。
（２）日本企業の特性と液晶部材産業の特性の
マッチ
このように，液晶部材の場合，製造技術、/'ン
ハ｢ﾌO)積み」:げが諏要であるが，こうした液I1ii1l部
材のrli業特性は，実は，現場で0)製造技術の欄み
上げを重視するという|]本企業の特性リiiiみとマッ
チする、が強かった。
現場での製造技術0)積上げを血視するという'三’
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かかる期間を大llImiに傾縮し，拡散板の出荷納期も
短縮した。また，製造コストの、でも，従来の方
式では，1,500万～2,000万円かかっていた金型生
藤のコストを，半分以下にllllえられる効果も191侍
されている。というのも，パネルメーカーが採１１］
している拡散板の型は似通っているため沐各パネ
ルサイズごとに予め数種類程度の金型パターンを
１１１意する方法が採川できるからである,｡。それに，
金jUuの内製化は，’71社の製品・技術情報が，金型
メーカーを通じて競合企業に揃れることを防ぐ意
味もあるとされる。
他方，仕入先の企業が現場で蓄積した製造技術
の強みが企業ＩＭＩ関係によって液晶部材事業の競寸｝
力を支えることも珍しくない。バックライト榊成
部材の導光板がその一例である。
導光板企業のノウハウはドットの文様に集約さ
れるが，導光板の最大手のl｣本ゼオンは，ドット
'三|Ⅱiillの技術を有するミユキ精機の技術を活用して
きた。このミユキ精機は，長f｢スクリーン印1iilllZ1i
業で端つた製造ノウハウを応川して，’二|本ゼオン
が要求するドット印liIlI技術をWli京した50・日本の
場合，製造技術の積み上げは，企業llI1関係，とり
わけ，企業間取引とも密接に絡んでいることが示
される。
後述するように，’二1本の液晶部材企業の成長過
程では，液晶パネル企業との協力がよく観察され
るが，こうした企業IlLilの協ﾌﾞ]関係が，日本液晶部
材企業の製造技術の蓄積，及びTljj易地位の向_上に
貢献した可能性も高い。つまり，液晶の商業化に
日本企業が先行して，なおかつ，1990年代まで液
晶市場を日本企業がリードしたので，’三1本液晶部
材企業にとって，かなりの期間，主な需要家は'二１
本液晶企業であった。こうした強い国内需頭家に
11'|激されつつ，なおかつ，‘情報交換しつつ，市場
に対応する経駄を積み上げだことが，｜]本液晶部
材企業が世界市場で0)地位を高める_しで，きわめ
て有利な条件であったに違いない。
なお，液晶の場合は，最先端の製造装置を早く
導入することが企業llil競争上重嬰であるため，資
金力が豊富な後発企業が逆転に成功する可能性が
十分にある。事実，液晶市場においては，後発の
韓国や台湾企業が巨額の設備投資をてこにして先
発の日本企業を追い抜く現象が現れた。
ところが，液,1ii1,部材は異なる。［|本の液晶部材
企業の高い市場地位のカギは，長い期間の製造技
術，ノウハウの蓄積にある。こうした違いが，１Ｍ
在の｢|本の液晶部材企業と'三１本の液晶企業のrIj場
地位の違いをⅢl定しているのである。
（３）経営者の姿勢，及び多事業のメリット
ところで，液晶部材に新規参入してからすぐ|同｜
事業で高収益，高成長を見せた'三|本企業はそう多
くなかった。液IIii1,部材事業に投資を行った場合に，
その投資|Ⅱ|収に時間がかかるからである。投資|回｜
収まで耐えられる姿勢や能ﾌﾞﾉがなかったら，液編，
部材企業が高い市場地位を享受することもなかっ
た。多くの'三|本液晶部材企業に，投資回収にかか
る時間を伐慢する経営'者の姿勢があったことにな
る。従って，こうした経営者の姿勢が日本液品企
業の高い市場地位を支えた要因といえる。
こうした経常者の姿勢を実証的に裏付けるのは
容易ではない。今後の研究課題にするほかないが，
多くの日本液品部材企業で，同事業への投資|ⅡlllX
まで耐えられる体力，能力があったことを示す手
がかりはある。’二|本の液晶部材企業が多数の醐業
に携わってきたことである。つまり，創業以来の
本業をはじめ，多事業を尚むことによって，液品
部材"のように，投資の回収に時間がかかる事業の
投資負担を分散，緩和したｎＩ能性が高い。
もちろん，こうした諸事業も景気変化の影響を
受けるし，必ずしも急成長する事業，高付加Iilli値
事業だけと限らない。しかし，全体的な傾向とし
て，多事業を抱えたことは，経営の安定に寄与し
たように忠われる。
例えば，日]､'１電工は，電子素材だけでなく，電
子部品，医旅lll11ii11，環境関連製品など幅広く事業
を展開してきた。特に，同社は，液晶用偏光板，
位相歪フィルムだけでなく，半導(本洗浄用の超純
水を作る逆浸透膜モジュール，’二|釛車用保護フィ
ルムなど世界シェアトップを占める製品を４つも
有している。さらに，長く携わっている粘着テー
プ事業では，先頭の米スリーエムに次ぎ世界第２
位，国内第１位の座を占める。国内市場シェア1
位の製liillも，ｉｉｌｍテープ，防食テープなど５型,Iii11
に至る。
ＪＳＲは，1977年の半導体（ネガ型）レジスト
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の発売を皮切りに，構造用接着剤，光ファイバー
川コーティング材などの開発，育成に力を入れて，
こうした製品の多角化が同社の収益を支える柱に
なった。例えば，同社は紙のコーティング材など
に使用されるラテックス（液状ゴム＝塗工紙）や
ＡＢＳ樹脂で大きなシェアをもっている。また，
光ファイバー用コーティング材と半導体フォトレ
ジストでもシェアを高めてきた。
日本ゼオンも，主力事業でlU:界トップの座を維
持する製品が多い。とりわけ，主力事業の特殊合
成ゴム部門で，世界トップシェアのものが少なく
ない。自動車エンジン周りに使われるゼットポー
ル（耐油性特殊ゴム)，水素化ＮＢＲなどでは世
界の70％のシェアを占めており，ヒドリンゴム，
アクリルゴム，ＮＢＲなどの製品においても，そ
れぞれ世界市場の6396,56％，４０％のシェアであ
る。さらに，半導体製造用エッチング・ガスの
｢ゼオローラ」と，懸濁銃合法によるプリンター
トナーでは，世界市場で独占の地位を享受してい
る上，合成香料の青葉アルコール市場においても
80％のシェアを占めている。
旭硝子は，既存事業の板ガラスで世界市場の１４
％を，自動車用ガラスで'１:界市場の27％を占めて
おり，こうした本業が安定的な経営基鵬を支えて
いる。
冷陰極管メーカーのスタンレー電気が携わって
いる事業は，大別して，自動車向けのヘッドラン
プ等の自動車関連と，電子機器関連の２つであり，
冷陰極管事業が全社売上高に占める割合は－割以
下である5'。特に，同社は，本業の自動車川照|Ⅲ
機器事業で，自動車の走行状況に応じて配光を自
動制御する最新ヘッドランプシステムを開発し，
国内市場で５割を超えるシェアを獲得している。
日産化学の場合も，液晶川配向I摸材料はあくま
でも同社の多くの事業の一つにすぎない。すなわ
ち，同社は，米企業から2002年に販売権を取得し
た非選択性茎葉処理除草剤など農薬や肥料事業が
主力であり，半導体製造用反射防｣ヒコーティング
材など半導体向け薬剤事業も行なっている。
Ⅵ、液晶部材企業の高い価格交渉力とその要因
以上で見た産業組織面の特徴は，液晶部材･メー
カーと液晶パネルメーカー間の取引に影響してお
り，逆に，液晶部材"の取引も産業組織に影響して
いる。まず，ここでは，取引交渉力という観点か
ら，液晶価格と液晶部材の価格変化の特徴を検討
した上で，産業組織との関連を踏まえて価格交渉
力に影響を及ぼす要因について分析する。
１．液晶部材企業の高い価格交渉力
ＩＴ不況による価格急落から，2002年以降上昇
に反転していた液晶パネルIilli格は，2004年夏をピー
クにして，再び急速に下落した。例えば，表lに
よれば，2005年春の４月に，３２型と37型のテレビ
向けの液晶パネル価格，そして，17型のＰＣモニ
ター用液晶パネルのIili格は，2004年前半の価格よ
り研並み40％以上下落した。1年足らずの間に，
価格が半分近くまで下がったのである。
2005年春以降，価格下落が緩やかになったもの
の52,2006年に，また大型液晶パネルのIIli格が急
速に下落した。例えば，2006年上期の半年間，３２
型と37型液晶パネル価格は25％下がっており（表
1），より大きなサイズの42型液晶の価格も，同
じ期間に20％下がった。１７型，１９型等，パソコン
用液晶パネルのⅢ格も同じ期間に３割下落した53。
表１最近の液晶価格の推移 単位：ドル／枚
2004ｲ’'''１１」()0５１１１１１2005ｲ１１())I２()0(]ｲ１１)ＩＪＯ
ｍ０ｉｊ 
ＩＩＩ ｌ）0０１５０ 
１１１ １８００６００ 
資料：『日本経済新聞』と『日経産業新聞』から筆者作成。
2004年夏以降のパネルI111i格の急落で，液晶メー
カーは採算難に陥り，液晶部材企業にコストダウ
ンを強く要求してきた。その影響で，2004年夏以
降，液晶部材･の価格は下落する傾向にあり，偏光
年前半 2005年４月 2 05年10月 20 6年1月 2006年７月
17型液晶 600弱 340 170 
32型液晶 1,300 60  600弱 600 450
37型液晶 1,800 840 800 600
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落率を記録した55。このように，カラーフィルター
は，他部材よりIllIi格下落率が大きかったものの，
液,11i1,と比べると，Illi格卜落が緩やかであったとい
える56。
このように液,liT1lIilli格より液晶部材IⅢ格の~ﾄﾞ落の
スピードが遅かったことは，液晶パネル企業にとっ
ては，部材価格が相対的に高い水準でｌＩＩｉ移してい
たことを意味する。そのため，液晶パネル企業は，
部材企業に対して１ｉｉい値下げ圧力をかけてきた。
にもかかわらず，結果的に，液晶Illi格より液晶
部材Illli格の下落のスピードが遅かった。液晶部材
メーカーのIilli格交渉力が高かったことが分かる。
板などのようにIilli格下落のIlliTiが割と大きかった部
材もある。
しかし，全体的に，液I1n1,部材U)値下がり'１１風及
び値トリ率は，液晶より小さかった。とりわけ，
Illi格卜落幅が小さかった部材は，ガラス基板，偏
光板材料のＰＶＡフィルム，冷陰極管であり，そ
のうち，後述するように，ＰＶＡフィルムでは，
2006年に値_上げの動きすら現われた。新聞に公表
された大口需要家lfI1け取りlIilli格を中心に，これら
の部材醤のIl1i格変化についてもう少し詳しく検討し
ておこう。
まず，液晶11]ガラス基板についてであるが，I111i
格下落のスピードはかなり緩やかであった。例え
ば，2000年から2005年までのガラス基板（068ｍ
×088ｍ，第４世代基板）のIⅢ格~卜落率は41％で
あったのに対して，同じlUlIll1の液品パネル（0.68
ｍ×048ｍ）の下落率は81％であった５１。
もう少し短い1911冊のI11i格変動をみると，液品パ
ネルの値下りが本格化した2004年夏以降も，ガラ
ス基板の価格は下がらず，I111i格が下落し始めたの
は2005年に入ってからである。しかも，2005年１
年|川のガラス基板の価格下落率は１０％未満にとど
まっており，2006年にも，Illi格下落のスピードは
それほど変わらない。すなわち，200Ｍi６月のガ
ラス基板の価格は，１年前のI111i格より10％弱下が
るにとどまった。
冷陰極管のI1lli格変化'隅も小さかった。すでに1M：
認したように，2004年の液晶パネルI111i格の下落が
激しかったが，同年，冷陰極管のIilIi格下落率は３
～４％程度であった。また，2005年に入っても，
同部材の取引Illi格は堅調に|ｉｆ移し，2005(「６月ま
で，同部材U)値~|くりは２～３％にとどまった。
さらに，液晶Illli格が下落していた2006ｲﾄﾞｰﾋ期に，
ＰＶＡフィルムのように，I1Ii-上げされた液晶部材
すらある。例えば，ＰＶＡフィルムメーカーのク
ラレと日本合成化学工業は，2006年春の価格交渉
で10～20％の(il1i上げを実現した。川｣Ｚ:の液晶部材
メーカーが，原料コストの上昇を販売I111i格に転嫁
した例である。
カラーフィルターの価格は，2003年４月～2004
年９月に，｜可じ水準でliIli移したが，2004年１０月よ
り~卜落し，2005f「５月まで１０％下落した。その後，
2006年５月までの1年間には，15～20％のIlli格下
2．高い価格交渉力の要因
次いでに，こうした液晶部材の高いI11Ii格交渉力
を支える源泉について考察してみよう。第，に，
液晶部材産業が寡占的な状況にあることが挙げら
れる。
参入企業の数が少ない部材では，部材企業が需
給IiIlfilを読みやすいので，供給調整に取組みやす
い。よって，過剰供給になりにくく，’'１i格もさほ
ど下がらない。Ｉｌｊ''えば，前述した技術障壁のため，
新規参入が容易にできず，それゆえ，安値販売の
過当競争も起こりにくい。寡占的な産業組織が主
要部材の価格の底堅さを支えているのである。
第２に，液晶部材の需要の急成長に供給が追い
つかないという需給状況が部材企業の{lli格交渉力
を''１'し｣こげてきた。高い|'''i格交渉力は，液晶部材
の需給状況に支えられる面もあったのである。
とりわけ，需要の急成長が部材企業の1,,,i格交渉
力を支えてきた。例えば，液品テレビの増産に伴
う液'７１生産の拡大がガラス基板の需要を,,１，長させ
た上，液晶mmi寸法の大型化が，ガラス基板の面
積需要を''１'し上げた。それに，液晶パネルの墹産
と大型化に伴い，ＰＶＡフィルムの需要も旺盛に
なり，｜司部材U)IuJiL需要は而績ベースで年率３割
～４！;'|のペースで(''１びている。
また，従来にはガラス基板の端境期といわれた
ｌ～３月にも，ガラス基板の引き合いは衰えなく
なった57.
ｉ令陰極管の場合も，モニター),]の液晶,､i面寸法
の大型化によって，１枚の液晶に組込まれる冷陰
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Ｉｉｌｌ管の便１１]本数が増えた。例えば，パソコン111の
１５型液品パネルには，冷陰極筒が'1本使われたが，
17型では６本が，さらに，テレビ)Ⅱ0)32型液,1,1,に
は16本程１隻が，′１０型液,Iii11には20本,M1KIがそれぞれ
使われるとされる。また，大型テレビ|Ⅱけの冷陰
極管は，単I1lliも高い。液IliT仙而寸法の大型化が，
冷陰極管0)平均l111i格水準をiILI接１１１'し｣こげたので
ある。
他方，冷陰Ｉｌｌ(符は，挑帯電話機の光川ｉ１に使われ
るＬＥＤへの需要シフ|､izil能性が存｛i;する。その
ため，冷陰極筒メープノーは，数年iiiから設I111i投資
をIlll制してきており8，それが供給ﾉＭ１を－１１W激
しくした。
flni3に，後述するように，｝|本液,!i１１，部材企業0）
場合，大手需uZ家との協力が多く見られ，なおか
つ，こうしたｌｉﾉﾘﾉﾉが技術ﾌﾞ]やノ'1ノハウの蓄積に寄
与した。こうした技術力やノウハウ0)蓄積が'二|本
部材企業の高い市場｣也位0)一要因になっている。
さらに，蓄械された技術ﾉﾉやノウハウが，他の需
嬰家|可けの部材の生産に生かされたill能性もあり，
こうした技術の転Ⅱ]可能性が，部材企業のIlli格交
渉力を一層高める要因になっている。つまり，需
要家との脇ﾉﾉUL1係が，ルi1i果的に，対需硬家のII11i格
交渉ﾌﾞ]を高めるという1M象がＭＬている。
ｆｉＭに，すでに指柵したように，’三|本液,７，部材
企業は複数の部材セグメントに|ﾘﾄﾞわるケースが多
いが，これは，需要家にとっては，ｌ部材企業か
ら多くの緬類の部材を１１微入せざるをi(|しない場合，
あるいは，ｉ<H数の部材をセットとして１部材企業
から購入する場合が多いことを示唆する。
これは，液IIii',企業にとって，特定部材企業への
依存度を高める要因になり，それゆえ，IlHl剛|部材
市場における部材企業のI111i格交渉ﾉﾉを高める要|I｜
になっている可能性が大きい。
要求を受入れる余地がある。言いＭＭれば，部ｌｉイ
企業のI111i格交渉ﾉﾉが高く維持されても，需要家か
らのＩ１１ｌｉ格『Ⅱ~ﾄﾞげ嬰求を受入れる場合がありえる。
もし，部材が供給過剰になれば，部材市場の寡,ｌＴ
が維持される｣》|i合も，Iillilff急落0)可能性すらlﾙ除
できない。
また，後述するように，プノラーフィルター，偏
光板は，需嬰家の液晶企業の一部が|）L|製化を進め
ている部材でもある。それゆえ，これらの部材企
業は，液,51,企業O)コストダウンにある程度協ﾉﾉし
ないと，シェアを失う可能|(liもある。そのため，
他の部材TI『場に比べ，これらの部材企業のIilli格交
渉力は相対|'|<1に9りい59．リミ際に，2006年秋に，プノ
ラーフィルター，偏光板のlNiⅡIilli格|ぐ落が激しく
なり，１年iiiiに比べ２割台0)IllIi格1<落率を見せて
いる60．部材によって，I1llilff交渉ﾌﾞﾉにばらつきが
あることが示される。
それにjllえて，部材のllYiIlの連鎖も，こうした
IlIli格交渉ﾌﾞﾉのばらつきを大きくしている。この点
について少しJ1/:ち入って検討しておこう。
液ilii1,部材|H1には正直的な技術・Tl丁場関連をもつ
ものが多いため，部材企業llUの取り|連鎖が現れる。
その場合，各汁|Ｉ材の寡,Lil蔓0)述い，各部材のTIj況
の違いなどによって，部材團企業||Ⅱの取り|において，
交渉ﾌﾞﾉの格益がliMれる。諸部材の11Ｍ)|の速釧が，
部材企業0)Iillilff交渉力を|党iIiLさせるTil能`性が'1}て
くる。
｜ﾀﾞ'lえば，耐上写真フイルムは'三l額の設備役fiiを
１１(iうために，2004年下Ｉ！'に同社が手がけている液
晶部材のIlili｣二:げに踏み切ったことがある０１．
前述したように，20061rに，ＰＶＡフィルムメー
プノーは価上げをﾘﾐ現した。その際，ＰＶＡフィル
ムメーカーは，IllLI｣こげを要求する'1(拠として，原
1111高のため，ＰＶＡフィルムの原料のナフサ（>'111
型ガソリン）やエチレンのI111i格が急l臆したこと，
設IIli増強のための財川;(をiililiIliLする必要があること
などを挙げている。しかし，Ｉｉｉｌｊ上げが実現できた
のは，需要家のIITii光板メープノーの数が比較的に多
いのに対して，Ｉ〕ＶＡフィルム市場は，主な参入
メーカーが２社しかないlDiilい寡占|俳造であること
に負うところも入きい。つまり，ＰＶＡフィルム
TIi場と偏光板i１７場の寡１１J度の差が，同フィルムの
値｣こげを実I！１１させる粛要な要因であった。
3．価格交渉力の撹乱要因
他方，’二１本液１，１１，部材企業が多くの部材セグメン
トに携わることによって，もし，需要が|'|'びない
部材があっても，Ｉ也部材の需要のＩｌｌＩ瞳によって販
売ｲ〈振がプノバーできる。手がける襖数の部材''11の
マージン率，II11i格などを洲盤する余地ができる。
場合によっては，需要家からの部材I111i格iⅡ下げの
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逆に，2006年に入って，日東電工や住友化学な
ど偏光板メーカーは，その需要家（液晶パネル企
業）とその原料供給者（ＰＶＡフィルムメーカー
とＴＡＣフィルムメーカー）に挟まれ，採算面で
厳しい状況を強いられた。すなわち〆偏光板メー
カーは，需要家の液晶パネル企業の要請で偏光板
の値卜げを続けている反面，すでに述べたように，
その原料のＰＶＡフィルムが値｣二された_上に，も
う一つの原料のＴＡＣフイルムの価格も2005年以
降ほぼ横ばいで推移した。
これに対応して〆偏光板メーカーは，材料点数
の削減などでコストダウンを図っているものの，
価格の下落が続く限り，採算悪化は避けられない。
ともあれ，総じていえば，こうした液晶部材Ｉ１１ｉ
格の下落は，それまでのパネルImi格と部材IIli格の
変動の乖離を調整するという色彩が濃く，従って，
上述した事例が決して部材趨企業の高いlI1i格交渉力
が崩れたことを示すわけではない。
企業に技術者を派遣し，現地の液晶企業と大型化
高性能化に向けた次世代液晶パネル技術の共同開
発に取り組んでいる。また，シャープは，バック
ライト，カラーフィルター肝偏光板のコストダウ
ンを|叉|るため，設計段階から部材.メーカーと共同
開発を行なっているといわれる`2．
液晶部材の中では，液晶パネル企業ごとに仕様
が異なるカスタムの部材が少なからず，とりわけ，
こうしたカスタムの部材には，需要家との共同開
発が極めて重要である。大型液品川の偏光板が典
型的な例である。
この大型液晶用0)偏光板の開発，生産のために
は，液晶企業との技術交流を進めることによって，
液晶パネルの椛成に合わせて光学特性を調整しな
ければならない。そして，こうした共同開発を進
める場合，フィルムの加工技術に加えて，光学解
析技術やコーティング技術など，光学特性の向上
に関する多様な要求に応える総合力が要る03．
特定の液晶企業と部材企業だけでなく，より多
くの関連部材企業が参加して共同開発を行う事例
もある。次世代モバイル11]表示材料技術研究組合
がその例である。
同組合は元々携帯電話や携帯情報端末向けの
｢樹脂パネル」の実ITI化をＵ標として2002年から
５年計画iで立ち上げられた。しかし，途中から
｢液晶テレビのパネル向けにも活111できる」とい
う椛想が浮上し，次111代液晶パネル向けの開発も
進めてきた。同組合には，クラレ，住友ベークラ
イト，ＪＳＲ，大'三１本印liIll，東レなど化学企業を｢'’
心とする12社に加えて，シャープ，産業技術総合
研究所や東京農工大なども協力している。
こうした大掛かりの共同開発ではないものの，
異種の液晶部材企業IHIに共同開発が行なわれたケー
スもある。例えば，旭硝子は，独自開発によって
1990年から量産を始めた透明フッ素樹脂「サイトッ
プ」の用途開拓のために，偏光板メーカーの有沢
製作所と共同でＴＦＴ型液品の偏光板を開発した。
その結果，1994年には，透明フッ素樹脂を厚さ0.2
ミリのフィルム状に加工し，石沢製作所の偏光板
と組み合わせることによって，家電メーカーから
の受注を獲得したとされる６１．
他力，需要家の液晶企業が液晶部材企業に技術
供与を行なった例もある。例えば，1995年に，七
Ⅶ、液晶部材の供給者と需要家の協力
液晶部材鬘の供給者と需要家の関係は，Ｖ[で見た
ような取引をめぐる対立の側面だけではない。需
要家と供給者の間の利害の一致，あるいは，協力
の必要性もある。そこで，以下では，液晶部材の
供給者と需要家の協力の諸現象とその論IMlを検討・
する。
1．大手需要家との協力の事例
液晶部材の供給者と大手需要家間に取り|を伴う
協力はいろいろな形で現れている。まず，共同開
発が挙げられる。
例えば，すでに1995年に，富士写真フィルムは
シャープと共同開発を行い，新たな液品川光学フィ
ルムの製法を開発した。両社が共同開発したのは，
色成分が付着した特殊なフィルムをガラス埜板に
張り付けて，転写して着色する製法であった。新
しい製法の開発によって，製造工程が大lI1Fiに簡略
化でき，生産コストが抑えられた。実際に，９６年
の春から富士写真フィルムはその製法で光学フィ
ルムを量産化し，シャープへの納入を開始した。
住友化学は，国内だけでなく韓国や台湾の液晶
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イコーエプソンは液,1iiiI部材のコスト低減をIllい，
バックライト，Iiiii光板，カラーフィルターなど0）
メープノーに対し，梢極'ｗな技術供与を行った６３･
需要家が液1W,部材企業に|Ⅱ資する形で，両者の
脇ﾉﾉを強化する場合もある。１１/||えば，2006年８１１
に，台湾の液品メーカーの友達光fli（ＡＵＯ，
AUoptOelectTonics),''iは，凸版'三''１，i'''0)台湾I1iﾘ也
0)プノラーフィルター子会社の発行済み株式の37.9
％を収得した。それを契機にして，友達光電が'u’
版印,i1,,|からプノラーフィルター0)供給を受けるほか，
Iilii社の技術協ﾉﾉljU係も強化された。
それに，蝉'五'の場合，大手需喫家の液I1ii11企業が
取引している部材企業，装殻企業を束ねて「脇ノノ
会」を設けている。三塁電子の「ｌｉｌｌｉｌ会｣，Ｌ(｜
フィリップスの「フレンズ・クラブ」という親ＩｌｊＩｉｉ
団体がそのＩﾀﾞ,|である。元々これらの団体は，懇親
会やゴルフ会をｌｌｌ１いて業界`情報0)共ｲL｢化などを図っ
てきたが，最近，液,!Ⅱ１，メープノーがこの親'陸団体を
皿して液晶部材メーノノー，液I'Ti11装ijlメープノーを'U|〈
方につけるための取り組みを械械ｌｗに行っており，
｢生産技術報告会」をlNI<ケースも見当たる67。
そこで，以~卜では，液i1i1,部材の需要家と供給者
||Ⅱの協力0)7｝iIl/||として，シャープの岫山工場，ｌ陣
|玉|三里f(i子の湯)|:二[:場，ＬＧフィリップスの｣皮洲
Ｔ場及び/u尾（クミ）工場，そして，台湾0)fli子
]三楽団地を'１M槻した上で，こうした地理的な接近
を伴う企業lM11ilルカの論理について検討する。
（１）新たな液晶生産拠点の展開の概観
①シャープの事例
シャープは，2002年２月に三敢県畑山市に液晶
]:場及びⅢil述部材]１場の立地を決定し，2004ｲＩｉよ
り〔alll第１二I:場を稼動した。さらに，2006fl了８月
には，〔all1節２二[場を稼動したが，この工場は，
lU:界初の鋪８１U:代液晶パネル[場である。
シャープ0)〔Qlll三[:場，及びその隣接地には，液
,Iii1,部材企業が多く立地している。’二'１には，新たに
|TTI地域にＬＭｉＩ処点を設けた企業もあれば，前から
すでに同地｣或にとＭ；拠点を持っていた企業もある。
前者の代表ｌＷな例は凸版'三'１１，１１１１である。シャープの
(ulll第１こ[:場が稼』リルた200'1年１)三|に，凸版|弓11刷
は隣接地に三重]二場を立ち_上げ，第６世代液,'Ⅱ1,111
プノラーフィルターの生産を始め，その全量をシャー
プに納入した。また，2005ｲﾄﾞに，同社が三求県久
lill市に大型液晶H1プノラーフィルターの新J:場の建
設に取組んだのも，シャープのfulll第２こ[場への
納入を見込んでの行動であった。
〔Qlll工場に近い二[業団地の「'二'１勢北部サイエン
スシティ」には，埼玉県から協真エンジニアリン
グが，東京からフォトンダイナミックス社がそれ
ぞれ進ＩＩＬている。また，Ull］:場に隣接する
｢安濃|Ⅱ]丁も業団地」には，大|仮所在の液晶川拡散
板メーカーのＸＭ１ｉ<|:がＴ場を新設した。この「安
濃'11]Ｔ業｢]1地」には，液(ii1,テレビのバックライト
部,IiiIIメープノーの広IltjIiE業も進１１川ている。
また，ガラス基板を張り合わす接着剤メーカー
の協立化学廠業に対しては，シャープが亀'''二｢:場
を建設する|時に近くへ引っ越してくることを，IiJ
腱も要請し，同I<|:がようやく亀|I|］:場近くに[場
を設けたとされる。
他方，かつてから亀'１１工場の隣接jlllに生産拠点
を設けていた企業も，シャープ岨|I[[場|可けに液
,Iii1,部材の生藤を｣Ｗやした。’三|束７１１=[とＪＳＲが代
表ｌＷな例である。
２．大手液晶メーカーの生産拠点における企業間
関係
近年，大手液,ＩＴＩ,企業は，Ｌｉい二|:jlllをＩｉＹｉｉＩ果して先
端の液晶パネルニ[場を建設し，なおかつ，優良の
１１本部材企業11ﾄﾞをその地域に誘致している。Ｗｌｌえ
ば，’三|本国IklO)場合は，シャープの【ulllT場，llillt
l玉|の場合は，三}'１嗣子0)湯#|：（タンジョン）］洲，
LＧフィリップスの｣皮洲（パジュ）］川などであ
る。台湾では，特定の液晶企業が設けた場所では
ないものの，特定地｣或内に液IIiil,企業とilfll材企業が
一紺に立地するl】１１象が'二|立っている。液,ｌ１ｉ１ｌ部材企
業まで巻き込む形で，」２位の液,ITT１，パネル企業'''１の
競争が繰り広げているのである。
）)'１の)(]度からすると，こうした1M象は，液,1171,部
i材の供給者と需要家|H1の協力0)z'二{|ﾀﾞ'|であること，
そして，こうした協ﾉﾉに地ＨＭＩＷな近接Ｉ?';が重要で
あることなどを示す。エli実，こうした染績地には，
'五|締を異にする企業１１１１の協調も多く行なわれてい
る。’二1本液,!i11,部材企業が日本の液IIn1,パネル企業だ
けでなく，国境を超えて，韓匹|や台滴0)液lW1パネ
ル企業を支えているといえる。
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日東電工は，広島県尾道工場とともに，1969年
から亀山事業所も設けていたが，2004年３月に，
同事業所に偏光板の製造棟を完成することによっ
て，シャープ亀'11工場への納入体制を整えた。
JSRも，既存の四日市工場の敷地内に，液晶川
耐熱透明樹脂フィルムの新工場を完成しシャープ
亀山工場向けの生産を開始した。
なお，シャープが海外生産拠点を設ける際も，
部材企業が同伴進出するケースがある。例えば，
住友化学は2006年８月，ポーランド北部のトルン
市に液晶用の偏光板と拡散板工場を新設すると発
表したが，この工場の新設は，2007年１月から同
市に大型テレビ用の液晶モジュール工場を立ち上
げるというシャープの計画に合わせたものである。
ところで，三塁電子は，湯井工場を建設する前
より，平澤二[場で液晶生産を続けており，実は，
この敷地にもいくつかの日本の液晶部材企業が進
出している。例えば，住友化学は，カラーフィル
ターの韓国子会社のドンウSTI社、偏光板の韓
国子会社のドンウファインケミカル社を設けて，
平澤で製造を行なってきた。
また，旭化成ケミカルズも，三星物産などとの
合弁会社の韓国デラグラスを設けている。同社は
平i翠で液晶バックグライト川導光板を生産すると
ともに，旭化成ケミカルズ富士事業所から韓国に
輸出してきた拡散板も，2006年に，平澤での量産
に切り替えた。
③ＬＧフィリップスの事例
ＬＧフィリップスも，韓国京畿道玻州に「パジュ・
ディスプレイ・クラスタ」を設けて，第７世代以
降の液晶パネルとその部材の生産を行なっている。
同社は，2003年２月に，京畿道との間で，パジュ
地区の液晶パネル工場への大規模投資に関する覚
書を交わしており，2004年３月に，第７世代液晶
の製造ライン建設に着工した。2005年12月から試
験生産を始め，2006年１月に量産体制に入った。
このパジュ液晶工業団地には3,000人強の従業員
が働いているとされる７１．
パジュ液晶工業団地から約６ｋｍ離れたタンド
ン地哩には，日本の液晶部材企業が生産拠点を設
けている。この敷地内の最初の液晶部材醤工場は日
本電気硝子とＬＧフィリップスの合弁の「岐洲電
気硝子」工場である。すなわち，2005年に，日本
電気硝子が，６０％を出資して，ＬＧが40％を出資
し合弁会社「岐洲電気硝子」を設立して，大型パ
ネル用ガラス基板の後工程作業を手掛けている。
同工場は，2006年２月に，第７世代の液晶用ガラ
ス基板の生産を開始しており，主にＬＧフィリッ
プスに販売している。
新たな液晶生産拠点が建設される前，つまり，
第２～第６世代の液晶については，ＬＧフィルッ
プスの主力液晶工場は亀尾工場であったが，亀尾
工場にも日本の旭硝子が液晶用ガラス基板の研磨
ラインを設けていた。
②三星電子の事例
韓国に製造拠点を設けている日本液晶部材企業
も少なくない。ガラス基板やカラーフィルター，
偏光板，バックライト用冷陰極管といった中核部
材のメーカーから，レジストや配向膜といった周
辺材料のメーカーまで'幅広い68゜
その代表的な例が韓国忠清南道湯井にある，三
里電子の「タンジョン・クリスタル・バレー」で
ある。この工場では，先端の液晶ラインだけでな
く，部品・材料工場も設けられており69,液晶部
材から液晶テレビまでの一貫生産，集中生産が行
われている。
同工場には，三塁電子とソニーの合弁液晶会社
の「S-LCD」も立地しており，2005年春から第７
世代液晶パネルの生産を開始した。「S-LCD」が
生産する液晶パネルは，三星電子とソニーの両方
が引取って使っているが，三尾電子･は，同じ敷地
内に，自社単独の液晶パネルの製造ラインも稼動
しているとされる。
液晶部材に関しては，この湯井地区内に，米コー
ニングと三塁電子の合弁子会社のＳＣＰ（三星コー
ニング)70のガラス基板工場がある。このＳＣＰか
ら製造されたガラス基板が地下の専用通路を通っ
て「S-LCD」に搬入される。また，メーンの生
産棟のクリーンルームの１階には，カラーフィル
ターの生産ラインも設けられている。したがって，
三塁電子は液晶用のガラス基板とカラーフィルター
を内製しているといえる。
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④台湾の事例
台湾の液晶産業が本格|'|<1に立ち上がった20()011ｆ
を前後にして，台湾に上'１旅|処点を設ける部材企業
が1Mれた゜その後も，台湾南Nllの高雄と台湾'１１部
の台中で「サイエンスパーク」０)建設が進んでお
り，その'三'1に液I1iil,パネル企業と部材麹企業が人ＩｉＩ+し
ている。従って，台滴にも，液IWiパネル企業と液
晶部材企業が地Ｉ１ｌ１ＩＷに隣接したところに集横する
現象が現れているといえる。
台湾南部では，1999年に，「南部科学こ[業|繭|区」
が建設されたが，こ0）「111'１部科学工業lWillX」は台
南県の「台南科学=[業lIlillX」と商雄県の「路竹原Ｉ
区」からなっている72゜台ijW県政府と奇美砺子
(ＣＭＯ，ＣｈｉＭｅｉＯｌ〕tooloctrolIics）グループが
共同で，「南部科学工業ljlillx」の隣接地に液,ｌｉＴ１,テ
レビ専ｌ１ｌｌの兀業団地（＝「サイエンスパーク｣）
を着ＴＬ，液/ｎＪ,パネルノＷとしては，奇美fli二r，
柵宇彩Ｉ１ｉｉｌｌの２社が工場を設けている。
この「南部科学工業Hil区」には多くの液,Iii1I部材・
も進'1Ｉしている。ガラス｣Ｔｌ板メーカーとしては，
米コーニングがこの地域に[:場を設けており，プノ
ラーフィルターでは，＿'二位２【|:の,11,版|弓Ｉ]lilllと大'三１
本印刷がこの地区に入ﾙﾘﾙている。特に，トップ
の凸版'三lI1iiillは台湾,111版l1il際l来光を設けてプノラーフィ
ルターを生産しており7M，台湾の茂展光fljiにも製
造技術供与と41三塵委託を行なった。大'1本'百II1iil'|も
台湾の和金光電７１に液１７１１Ⅱプノラーフィルターの製
造技術供与と生産委託を行なった。Ｍ､企業への
製造技術供与と生産委託を伴いつつ，プノラーフィ
ルター上位２社'１１１の競ｲ}が海外拠点においても繰
り広げられているといえよう。
IEr友化学も，現地子会社の台湾ＳＣ－ＩＫテクノ
ロジー社を皿じて，液,lTII11l1I1iTTi光板の一貝４Ｍ;]:場
を「南部科学工業園区」に新設した｣二に，チッソ
も，液i1ii1,材料の工場を建設した。
台｢l1TIjと台''１県にまたがる「中部科学J:業lJIil区」
にも，液I1iiI,企業と液晶部材企業が集まっている。
｢'二ＩＩ部科学こ｢:業|童|区」の設立計山が決められたの
は2002年９月であり，翌｛Ｉｚの2003年７月より，友
達光電が第６世代工場の建設に肴工した。
偏光板では，2000ｲ1三３月に，’三|東電=[が台l1IT：
場O)操業を開始しており，さらに，2005〈1{に新た
な偏光板J:場を設けた。
プノラス基板では，米コーニング社が2006('三１)］
に，「''１部科学了[業ljIillX」で液晶パネル|Ⅱﾌﾟﾉﾗｽ
ﾉT椒の新]:場を稼Ijillしており，同こ[場は，この'承｜
凶ﾉﾘに］:場を持つ友達)l6fliなど台湾の液IIii1lパネル
メープノーに人型プノラス雌板を供給するl処点になっ
ている。
また，2000fF8月に，皿IiiLi子は，台中の「雲林
科１文]z:業凶内に全額'１１資子会社「luliili子發殴科
技」を識立し，ガラス基板の現地ﾉＭｉを始めた。
|而I社は，’三1本国内（向砂工場)，轆国，台湾の３
ﾌﾟﾉ|近'に主要なLME|処点を設けている。それに，Ｉ］
本fli気硝子とＮＨテクノグラスも台湾に液ＩＷＩｌ
プノラス某板の製造窯を設けている。
者色レジストでは，ＪＳＲが台中に進lllしてい
る。｜TTI社は，2005年６月にＪＳＲマイクロ台湾とい
う企業を設けて，2006年２１１にI:場を完成した。
（２）企業間協力の論理
こうした液晶企業の生産拠点の新設，腱|ﾙlの背
景に，需要家の日・蝉・台液晶パネル企業と，供
給11ﾉrの'三|本液晶部材企業にとってそれぞれどのよ
うな論11MがMi1lいているかを検討しておこう。
①需要家からみた企業間協力の論理
需哩家の液晶パネル企業からみて，｜=|社の主ブノ
４Ｍ拠点の近くに部材企業を誘致して，製造装置
や部,1,1,．材料から液IITi11，ひいては液,ｌＴｉ１,テレビまで
の－．１１(41{産を図る大きな111['1は，部材のIIjiii送に伴
う諸コストをi1ill減することによって，パネル製造
のコストダウンを実現することである。
Ｉﾀﾞ'|えば，液晶部材のＩＩＪには，清浄を要するもの
が少なからず，例えば，ガラス基板はチリやほこ
りを嫌うので，地I1l1lWに遠いところから調達する
場合，物流コストがかさむ。しかも，液IITi',パネル
の人ｌｌｉｌ化が進んでいるので，部材･の輸送コストは
急速に｣Ｗ｣|ＩするIlji向にある。したがって，部材の
ＬＭｉｌ処点がパネルテ[:場と｣也HI1n1に近いところにあ
れば，物流コストのiIill減の効果が大きい。ただし，
部材によって，物流コストi1ill減の璽哩性は一様で
なく，ノノラス基板の輸送に比べると，偏)'6版0)物
流コストはそれほど大きくないとされる75.
需班企業からのコストダウンの班求は111に輸送
コストのili'|減にｌＩｌらない。Ｉﾀﾞ||えば，液,Iii1,パネルの
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焼き'五|めた半製,'､',を金1禺板にﾘI《り付ける後]二栂だ
けを行なう計imlであるという。
このように，需要家近くに設けた製造拠点が後
二[程に限られるケースが多い|Ｉ(りで，液,ｌＭｌｌ材の
需要家と供給背の地I1l1的な近接さのメリットは，
とりわけコストダ１フンｍｉで大きいといえる。
この点は，’二|本の液晶企業の新設１場に部材企
業の兀場を誘致する際と，対11((１Ｗであるといえる，
すなわち，’三|本国内の場合は，液IIii1,企業にとって
も，部材企業にとっても，’１１核的な兀楳や製'1,1'に
ついての情報を含めて，‘情報交換が行われている。
|ﾀﾞ||えば，シャープ(ulll第２兀場に，大曰本|弓|]llilllが
カラーフィルターニ[場を設けた背景には，｜TTI社0）
インクジェットノu7式の製造法の活)'１についてシャー
プllllと細辮な打ち合わせを行なう必要があったか
らであるといわれる。シャープが技術流|Ⅱを防ぐ
ために，「all1節２工場に部材を納入する企業に対
して，－－定ｌＵｌｌｌＩ１，他液IliT1,企業へ販売しないことを
要求するなど，厳しい姿勢で臨み始めていること
も同じ脈絡で11111Wできる。
ただし肛各'五|の液晶パネルメーカーが近くに部
材１場を１７:｣山させたことは，液IliT1,パネルのコスト
ダウンのためだけではない。コスト、以外のメリッ
トもあるのである。
その一つが部材企業のエンジニアとの情報交換，
技術交流のlW1lⅢによるメリットである。もちろん，
部材篝企業の海外製造|処点の製造工程そのものにつ
いては，需哩家と供給企業のエンジニア|}|]の情#＆
交換がそれほど多くない。しかし，部材を液IliT11パ
ネル製造に使う際に発生するいろいろな問題に対
応するためには，多くの`情報交換や協力が必班で
あることが想定できる。こうした部材企業のエン
ジニアとの`liIi報交換によって，部材の供給背がバ
ネルメープノーの班求により機動的に対応すること
ができる」２，N'1村企業の対需要家サービスが|ｲﾘ」：
することが101侍できる。また，型,Iiil1lﾙ1発の迅速化
新材料|)'1発0)スピード・アップの効果も１９|侍で
きる。
その際，液,'iiI,部材企業と大手需要家のllYr)|は１Ｊ/：
屈的なものではない。つまり，液I1iilパネル企業は
複数発注政策を1W<特しており，液晶部材も複数の
パネル企業と１Ｍ)|を行なっている。そこで，人手
液晶企業からみた襖数発注政策の実態についてみ
コスト圧縮0)ためには，生産の効率化Ｍ〈TTI欠で
ある。実際，部材｣'三朧拠点を液,1TTI,二[:場の''１におく
ことは，生産の効率化にも貢献する。つまり，新
lu（の液晶生旅に見合う形で部材４Ｍ;をも含める
一LL性産休勢を盤えることによって，液晶生施の
コスト競争力も高まったメリットがある。
リミは，液晶企業が液晶部材0)どの]:栂を誘致し
ているかをみれば，液晶企業が部材企業を誘致す
るｲ|lいが椎illllできる。特に，液,IiT11J:場近くに誘致
される部材の兀腿が，主として後］:li1に集ｌｌ１して
いる点が[1立つ。Ｉﾀﾞ||えば，ＬＧフィリップスの｣皮
洲と〔&尾の２つの液,1,1,二[場で，lulii1iT･が手がけて
いる了｢:程は，ガラス』忠板の後Ⅱ:ｲli1である。’二1本f[ｉ
気IiiIi子が韓国と台湾のＴ:場で行なっている作業も
後]二縄である。逆に，部材の'二|:様や,'ii1,質の決定に
おいて大きな五要性のある前ごＭＪｉ１は，部材企業の
'三|本国内工場で行なうケースが多い?1io
lITTi光板の海外拠点も後工程に柴''１されている。
I1iiii)'6板の製造は三段階に分かれる。ｆｎｉｌに，ロー
ル状態で1両|いたＰＶＡを必要なiMjiさに処ＩｌＩ１する段
lfli，館２に，iilimiからＴＡＣフィルムを張り付け
る段階，第３に，裁断の段階がそれである。その
うち，第１と第２が前工稗であり，館３が後二[程
である。
ところで，偏光板の場合，その材料のＰＶＡ及
び'1,ＡＣフィルムメープノーの１Ｍ:拠点が'三１本に集
ｌｌ１しているので，海外に前兀柵処点を作る利点が
それほど多くない。そのため，｜ｸﾘえば，｝Ｉ東電二［
O川合，ロール状のll1llll品を'二|本から|｣:入れて，
Iillj外に設けているＬＭＥ拠点では，I1iTii)'6板0)後二'二梢}
だけを行なっている。住友化学も，lliIIt国，台湾の
l:場では，偏光板，プノラーフィル役一の後兀稗を
、ﾙﾄけている。
ＪＳＲの場合は，lli*|正|や台湾0)ＬＭｉＩ処点で，Ｉｈｌ
地採)Ⅱした従業員を通じ，亟班な技術情報が流|Ⅱ
することを恐れて，’三1本で組成が分かりにくい''’
''''製,'ｉｉ１１にしてから，それを海外ＬＭｉｌ処点に送って
いる-k，その場合も，１Ｍ地では最小|ｌ(0)人材にし
か詳細が分からないよう，生iiにＭ'i1をＩ火してい
るといわれる。技術''１<1に電要な?Mi1をl]本国｢'[lで
蛾しているのである。
2007年に，韓|玉|に液品)ⅡＩＴＯターゲット材の
製造拠点を設ける三)|:金属も，lliilt国0)|処点では，
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ンクジェット方式の製造法によるカラーフィルター
のサンプルを2006年１０月に出荷して，シャープIllll
の承認を得たといわれる。
こうした事例は，人手需要家のシャープが複数
発注政策によって，部材企業間の競争を巧みに活
lⅡしているIﾀﾞﾘといえよう。
内製している部材を外部購入する[1本液IlTi1,企業
は他にもある。液晶パネルの共同生産を行ってい
る［位製作所，松1く電器産業，東芝の３社連合で
ある。この３社連合は，カラーフィルターを一部
内製しているとされるが，2004年１０ノミ|に，大|]本
印lill'１から液晶用ブノラーフィルターを調達すると発
表した。
ておこう。
事実，大手液晶企業は，すでに1990ｲＩｉ代半ばに
もリスク分散の観点から，液Ilii1l111ガラス基板，カ
ラーフィルターの調達先を広げるため努力してき
た。最近にも，主力液晶工場近くに「|本の部材企
業を誘致する液晶企業は，部材の複数発注政策を
貫いている。例えば，韓国のＬＧフィリップスは，
ガラス基板を旭iii｣i子と［１本電気硝子の２社から調
達している。カラーフィルターを住友化学とlLl'1坂
印刷0)２社から調達する台湾液,1iil,企業も少なくな
い。シャープ亀山第２Ｔ:場は，大型ガラス基板を
旭硝子だけでなく，コーニングからも調達している。
さらに，ＤＩＩ烟と台湾の液晶メープノーの'１１でカラー
フィルターや偏光板を内製化している企業が，日
本部材企業からカラーフィルターや偏光板を調達
するケースも珍しくない。曰社あるいはグループ
内の部材醤事業部門を含む7複数調達政策の|ﾀﾞ'|である。
例えば，三星電子の湯井工場は，プノラーフィルター
を内製しているが，｜可工場の近くに進１１Iしている
ｎ本のカラーフィルター企業からもカラーフィル
ターを調達している。カラーフィルターと偏光板
を内製化している台湾液晶企業も，}|本の部材企
業から同部材を調達している。
似通っている例は，「|本企業にも現れている。
例えば，シャープは，カラーフィルターを内製し
ているが，同社の他山第２工場に大n本印Iilllo)二［
場を誘致するなど，大｢1本印liIllや凸版'三１１刷の２社
からもカラーフィルターを調達している。
とりわけ，この２社は，シャープ向けのカラー
フィルターの新製造法の実用化をめぐって，激し
い主導権争いを行なっている。その際，新製造法
とは，細いノズルでガラス基板に顔料を直接炊き
付けていくインクジェット方式の製造法である。
|司力式の導入によって、従来の露光・現像方式に
比べ工程数が少なくなる｣二，材料費などの節約が
可能になり生産コストが２割栂度削減される。さ
らに肛色純度も良くなるとされる。
当初，この新製造法の導入に先行したのは人'三｜
本El1h111であった。IiTl社は，シャープが2006年８月
に稼I1Iillした〔alu第２工場内に，カラーフィルター
の製造ラインを設置し，’771製造法を利川して第８
世代のガラス基板に対応したカラーフィルターの
量産を世界初で開始した。しかし，凸版印liilllもイ
②供給者からみた企業間協力の論理
供給者の部材薑企業が需要家の主ﾌﾞﾉ生j韮拠点に工
場を設けていることから，液晶部材鑿企業にとって
も液,Yi企業との地II1的な近隣さの必要性が強いこ
とがｌｉＩｉ論できる。そこで，供給薑昔の部材企業から
見た企業'''１協力の論1111について検討しておこう。
まず，液IIii1I部材企業は，景気の波による需要や
Iui格の激しい変動に常にI1lliされる。こうした急激
な変1W｣を緩ｆ||するために，安定ｌＷな需要家の1M:|呆
が必要である。しかも，新規投資が行われた場合，
早く採算に乗れるためには，できるだけ早く大量
需要を確保する必要がある。特に，成長`性のある
大手需要家と協力する必要性は強い。
さらに，需要家の近くに立地することによって，
需要家の要求にすぐに対応できる体制を整えられ
る。それによって，大手需要家の|言頼の獲得と販
売拡大の効果が１９１侍できる。
それに，大手需要家との情報交換が増えること
によって，技術情報が蓄積される可能性も高い。
それは，長期的には，高付力l1IillililLI製１W,の開発，生
産技術の|（Tl｣二，新たな需要分野及び需要先の開拓
に繋がる。
しかし，他方で，部材企業からみて，現地工場
の建設は，特定需要家のために大規棋の設IWi投資
が行われることでもあるので，投資資金回収に関
わるリスクが発生する。例えば，2005年に，台湾
の大手液晶企業は，業績不振のため当初の設備投
資計imIiを下方修IlL，設IIli投資を控え|」に行なっ
たが，これは，台湾液,Ｉｉｉ１,企業への供給を狙って現
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地進出した'二|本部材企業にとって大きな不安要素
になった。
こうしたリスクに液lii1,部材企業はどのように対
応しているか？
第１に，工場I`I地に際して，できるだけ良い条
件を引出すことによって，設lllli投資＃,l膜を節減し
える。例えば，台北の「新竹科学工業|判」にプノラー
フィルター工場を建設した住友化学は，そのパー
クの｢'１にIIZ地する液晶メーカーの既設クリーンルー
ムを利11)することによって述設費を節減した'７．
節２に，住友化学，ＪＳＲのように，一つの部
材Ｔ場で複数の部材薑製品を生産することによって
も，リスクをある程度分散できる。Ｉｸﾘえば，ＪＳＲ
は，2004年７月に，カラーフィルターに使うカラー・
レジストの韓l1il生産を開始した上に，保誰膜や柱状
スペーサ向け樹脂材料の11嘩国生産も行なっている。
住友化学も，ｌ伽烟で〆偏光板とカラーフィルター
を生)宝している。なお，同社は，バックライトの
導光板などの原料のメタクリル雌メチル（ＭＭＡ）
を生産するＬＧＭＭＡ社にlll資しており，碓産さ
れたＭＭＡをＬＧグループに販売している。１Ｍ
地進ＩＩＬた部材企業が「複数の部材，複数の需要
先を確保している事例である。
ガリ３に，現地進'11時，合弁会社の形態をとるこ
とも，リスク分散の方法といえる。｜ﾀﾞ'|えば，前述
したように，住友化学が111資しているＬＧＭＭＡ
社は，ＬＧグループ，日本触媒との合弁会社であ
る。Ｉ主友化学0)偏光板の111蠅国l処点も，ドンウとい
う蝉国企業と合弁企業である。旭化成ケミカルズ
も，轆国の三里物産との合弁で，拡散板と導光板
の子会社を設けた。日本稲気硝子が細工|で行なっ
ている液晶川ガラス基板二}i業も，ＬＧとの合弁の
形である。
ｆｉＭに，一つの需要家の近くに部材]1:場を設け
ても，場合によっては，その部材を，他国の需要
家にも供給できるように，海外２国以－１:で生産拠
点を設けることである。
実際に，ガラス基板，プノラーフィルター，偏光
板，レジストなど多くの'三|本部材メープノーが，複
数の海外諸国に[:場を持っており，日本と合わせ
ると，少なくとも３カ国ｕ－上で生産拠点をもって
いる。例えば，｜]束電工は，｜]本に力||えて，韓|玉|，
台湾に工場をもっており，ＪＳＲも，日本，台湾，
蝉lIilで液晶部材の生産(本ilillを繋備している。すで
に述べたように，住友化学も，日本，稗|玉|，台湾
で，偏光板，プノラーフィルターのＬＩＺ塵拠点を設け
ている。米コーニングは，’三１本の静岡下場，韓睡｜
での三里との合弁会社のＳＣＰ社に加えて，台湾
の「南部科学工業園区」にも液晶Ⅱ)ガラス基板工
場を設けている。
）ullii1i子は韓|玉|にプノラス基板の加工|処点を持つが，
今後台湾での生産・加二、:場の新設も検討薑すると
報道されている78。特に，旭硝子は，海外に工場
をＩｉｌｉ極ｌＷに設けることによって，諸液llT11企業との
｢等lj1ljl雛外交」を続けている企業としてｋ|'られる。
このように部材企業が取り|する需要家数を増し
ていくことを，すでに述べたような液'１Ｍご業の復
数発注政策と考え合わせると，液晶部材の取引は，
必ずしも長期1;11対取り|と言い切れない而をもつと
いえる。
二}{実，液晶部材企業からの供給が|Ⅱ渦でない状
況で，需亜家が調達先を切り替えることもある。
例えば，ガラス基板の取り|の例として，それまで
旭硝子からほぼ独占的な供給を受けた奇美電子は，
2004ｲ'三８月に，米コーニングの台湾工場と長期契
約を結んだとされる。その主なILH山は，旭硝子が
第６１U:代液品向けのガラス基板を予定された時期
に需要家に納入できなかったことである。すなわ
ち，当１時，旭硝子はガラス基板に気泡や傷など品
質のムラが生じ，なおかつ，その解決にもたつき，
2004(Ｆ１月に予定されていたシャープへの第６世
代ガラス基板0)納入が，半年も遅れた。これを兇
て，それまで旭硝子からガラス基板の供給を受け
ていた他の液晶企業が，旭硝子からの調達を減ら
す代りに，コーニング社からの調達を増やすか，
調達先をコーニング社へ切り替えた79．液晶部材
の11Y引は，常に，その取り|UU係が急変する川能性
を潜めているという意味で，長期相対取り|といい
にくいiiiをもっているのである。
3．液晶企業の部材内製化
部材の需要家0)液品企業が，液晶部材の内製化
に取り組むケースも少なくない。こうした部材内
製化も，液晶部材の需要者と供給者間の|ｶﾞﾙｶの必
要１２１１を川わす調|ﾀﾞ'|にほかならない。
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こうした点にＷ|意しつつ，液,'1,1,企業の部材内製
化の実態について検討しておこう。
液品企業0)部材内製化の動きはすでに1990<'三代
前』'２から現れた。ことわるまでもなく，その時!U｜
に液,Imi1I廠業に参入していたのは'三|本企業のみであっ
たから，部材の内製化も'三|本企業だけの動きであっ
た。
特に，内製化が集に'１されたのはカラーフィルター
Ｚ１Ｉ業であった。Ｉﾀﾞ||えば，ｌｌｌｋ単Zl1業所でＴＦＴ型液
IIii1,パネルを，川ＩＤ(三洋遜機でＳＴＮ型液晶パネル
をそれぞれ4Ｍiしていた三洋砺機は，1993年に，
烏llI三洋f(i機0)］:場でSTNllU1液,1Ti1Illlプノラーフィ
ルターの内製化を開始すると｣|；に，同部材o)外販
も行なった。さらに，｜同|ﾄﾞ|:は，９５f例月からは，
lllkli1Zl1業所で'１１FＴ型液,'両１１１Ⅱ0)カラーフィル久一
を全量内製化した。また，９４～95年に，富三上皿，
日立製作所，シャープ，エプソンなども，’11次い
でカラーフィルターの|ﾉﾘ製化に着手した８１゜
それからl()ｲﾄﾞ余り経た2005｛li頃より，鯏玉|と台
湾の液I11il,パネル企業が部材を内製化しつつある。
一部では，液,ＦＩＩⅡ透明導fli膜，プノラス基板の内製
の1ﾘ｣きもＭ'ているものの，主たる内製化の対象
は，ノノラーフィルター，偏光板である。例えば，
蝉|玉|のＬＧフィリップスは，ＬＧグループ|ﾉＷ）
ＬＧ化学を皿じて偏光板とプノラーフィルターを|ノリ
製化している。すでに述べたように，三昆誼二rの
湯)|:工場もプノラーフィルターを内製している。
友達光嗣と奇美電子もプノラーフィルターを|ﾉﾘ製
している。もちろん，奇美fu子はカラーフィルター
zli業から始まり，その後液IlmI1Zl1業に参入した企
業82であるので，厳密には，液I1ii1,企業のプノラーフィ
ルターの内製化の事例とはいいにくいが，液,lii1,パ
ネル企業でありつつ，プノラーフィルターをも2ＭF
しているという点では，他の液I1iT1,企業の部材内製
化の事例と変わらない。
’二|本企業との合弁で液晶事業を始めた中国企業
も，’三１本液,1両1,＃|<材企業との合弁の形で，部材U)|ﾉｌ
製化を行なっている。－ＭJ広電集|Ｊ１がそのＩﾀﾞﾘで
ある。
元々家砺メープノーである上海広７１１柴lIlは、ＮＥＣ
との合弁で｣:imi広電ＮＥＣ液,ｌｉＴ１,班i示器公司（以~卜，
_Ｍ１)広電Ｎｌ)Ｃと''１＃する）という液,'111,企業を設立
した。｜司社は，当初，パソコン川液I'T１，を生産して
液晶企業が部材を内製化する直接'1<lなIII1lllは２
つである。部材の安定｢|<lな調達と１%'１林lMIli入のコス
トダウンがそれである。特に，後11Ｊi`については，
iii述したように，液,Ｉｉｉ１,パネルの製造１Ｊ;(I111iで,liめる
l1fll材の割合が極めて高く，パネルのﾉJi1化によっ
て，同割合はさらに高まっている。そのため，薄
llilテレビのIilli格1<蒲に悩む液IIii11パネルメープノーは
部材費のi1illiliiIiが死活|H|脳になってきている。こ0）
点から，液,'『1,メープノーにとって，部材0)内製化の
強い誘引があるといえる。
いうまでもなく，液'1,1,パネル企業にとって，こ
れらの理[１１の重要`Ｉｌｉが高まるのは，部材U)供給不
llL1Ulである。部材･の供給不足lUlに，液晶企業は，
部材の安定｢|<1な調達がｊｌｌｉしくなり，なおかつ，液
,Ii1,部材企業のiFliいI111i格交渉ﾌﾞ]の影劉Ｉで，高いllII,；人
l111i格を強いられるからである。後述するように，
液,liT1I部材の|AI製化がiili苑であった|ﾙﾘﾘ|が，1994～
95(1ﾐ，２００５１１：前後で，いずれも部材0)供給７ML1Ul
であったことはそのためである。
しかし，液,Ｉｉｉｌ,パネル企業が部材を内製化しよう
としても，すべての部材を両ちに|ﾉﾘ製化できるわ
けではない。部材によって参入障壁の高さが)IILな
るからである。実際に，後述するように，液,ITT1,パ
ネル企業が内製化したのはプノラーフィルター，ＩｉＴｉ
)'〔;板など一部の液Ilii11部材に限られる。例えば，プノ
ラーフィルターの場合は，液晶パネルの既存設I111i
をそのままプノラーフィルターのLli1韮に転川できる
という低い投資障壁が，新規参入を奔易にしたI'（
喫な要因である。
ただし，液'１１１，部材･産業への参入障壁のうち，技
術障壁を重視するという本稿の観点から，ここで
は，カラーフィルター〆偏光板TIT｣易0)l支術障壁が，
他の部材1こ比べ+Ⅱ対'1<)に低かった点を強調してお
きたい。すでに指摘したように，これらの部材市
場に多様なJIL業柧から0)新規参入が|;[|次ぎ，参入
企業数が多いことが，その間接ｌＷな裏づけにな
ろう。
逆に，液,IiT1I部材の'二'１でも，）||」:のiiH城に該当す
る部材･は，技術障壁が|Ⅱ対的に高く，新規参入が
ｌｉＩｌｉしい･液Ilii1,企業にとってもこうしたlIfll材の内製
化は難しい。zli実，カラーフィルターを内製化し
た奇美電子は，lll上0)化学材料のﾅ)Ｗの内製化は
Ｗ'しいと考えているとされる80。
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いたが，その後，テレビⅡ]液,!T1,の生産もlⅢえて
いる。
この上海広電ＮＥＣにカラーフィルターを供給
するために，２００６１１２８)lに，上海)女電集'１１は，富
ご|:写真フイルムとの合弁で液晶１１]カラーフィルター
の製造企業（｢上海ﾉﾑ電富士光電材料｣）を設立す
ると発表した。また，－ｔ海広砿ＮＥＣに液晶用ガ
ラス基板を供給するために，上海広寵集団は，’二１
本電気硝子，住友iWi事との合弁でガラス基板力|｢［
メーカーの「誼気|iii子上海広誼」をも設立した。
2005年頃より日本液晶企業は内製している部材
の生産を大'１１miに１Wやし，例えば，プノラーフィルター
の全需要の半分橘9隻を内製している。中でもシャー
プ，’二1立，セイコーエプソンの動きが注|=|される。
さらに，シャープは鉗他の液晶部材の内製化に
も収組んでいる。｜ﾀﾞ||えば，2005{ｌｉにシャープは四
'三|市工場で位朴I兼フィルムの４Ｍ;を始めており，
｢ITOフィルム」や近赤外線をカットするフィル
ターなどの製品展|#|をも検討しているとされる。
シャープは，海外の生産拠点においても液晶部
材を内製化している。｜ﾀﾞ||えば，2004ｲＭ月に，シャー
プは，中町[蘇肯にバックライトの生産，販売子
会社「夏普科技」を設立し，そこで作られたバッ
クライトを，｜可山[蘇省に所在するシャープの液
,７，子会社の「無錫夏普電子元器件」に供給して
いる。
他方，液晶部材瀧業の寡占化の或要な要因が高
い技術障壁にあったことは，すでに述べたとおり
であるが，こうした高い技術障壁は，パネル企業
の部材内製化を妨げる要因になっている。実際，
2005年と2006年にかけて，日本と韓国の液晶パネ
ル企業はカラーフィルターの内製比率を高めた半
iiIii，台湾の液晶パネル企業の１１１には，品質'111題な
どの技術的課題でその内製化に苦戦した企業も多
いといわれる83。
また，液晶企業にとって，必要な部材の全量を
内製によってIMiえない限り，内製化した後も，部
材企業からの調達を続けざるをえず，従って，部
材内製化が部材企業の不信感を強めて，部材企業
から必要量の部材を調達できなくなることを危恨
した。事実，1990年代前半当時，シャープや東芝
などの液晶企業は，こうした危'j=Lのため，部材内
製化を積極的に進められなかったとされる。
それに，すでに述べたように，液晶部材事業は
投資資金のlnl収に|時間がかかり，これも，部材0）
内製化を妨げる要|割になっている。特に，液,'iT1,パ
ネルのllIIi格1Ｗfが続く局ｍでは，液晶パネル企業
の採算が悪化するので，部材１１乗の内製化を妨げ
るこの嬰lIklの影響もより強まっている。
Ⅷ、需要家との関係による影響
1．需要家との協力による影響
需要家との１Ｍ)|関係は様々llllmから液品部材企
業に影響を及ぼしたと思われるが，まず，取り|関
係をめぐる需要家との|jｲﾙｶの影響から検討してお
こう。
第１に，液晶部材事業は，投資回収に時'''1がか
かることを繰り返し指摘したが，こうした特徴の
ため，大口需要家から安定'１<)でまとまった需要を
確保することは液晶部材企業にとって大きな意味
をもった。
さらに，大手需嬰家との11ＷⅡを通じて，部材市
場における高シェアを握れば，他の大手需要先に
販売を拡人する可能性も高くなる。例えば，住友
化学は|也社に先|駆けて三星fli子などと組み海外展
開に踏み切ったが，そのことがその後の液ＩＩＭｌア
クリル板TIj場における同社のシェア拡大に貢献し
たとされる。
逆に，需要家の要求に応えられず，市場シェア
を落とした〃'|もある。前述したように，旭ガラス
は，20041Ｆ１月に大手需要家に納入予定であっ
た第６世代ガラス基板の立ち上げにつまずいて，
2004年と2005年に市場シェアを失った。
第２に，第１とも関係するが，有力な需要家は
岐新の技術，厳しい品質の部材を要求するので，
こうした需要家との協力は，部材企業の技術ﾌﾞﾉの
蓄積に貢献した。
例えば，人mTiiの液晶テレビが霊場することに
よって，液晶１１]ガラス基板の大型化が亜求され，
これがガラス｣TL板の製造法そのものまで刷新する
影響を及ぼした。同じく，液晶テレビの登場で，
バックライトも，｜Ⅱlるさと省電力化という相反す
る課題を同Ｉ時にクリアすることが亜求され，これ
がバックライトの技術進歩を促している。
Hosei University Repository
6２液｝ii1,部材の産業組織と企業IIl11IIﾘ’
また，日本の液IIiil,産業の歴史の'|'で，液晶部材，
あるいは，液晶材料の最先端の技術課魍を解決す
る－ｔで，液晶部材.企業と液晶企業ｌｌＩ１の共同1ﾘ}兜|(|<ｌ
なＩＩｌ互作ｌＵが貢献したとされるＨ１・
部材メーノノーが需要家との共'111ﾙ１発によって，
部材川兀に必要な新装置を|汁l発して，部材市場に
おける競争力を高めた例もある。’1/||えば，1983ｔ「
に，凸版印11111は，需要家の松卜fli器''１火研究所と
の共同開発で，ビデオプノメラの''111体llIl【像素子111プノ
ラーフィルターとして，無機多liYll:沙フィルター
0)白1Ｈ１)蒸着装置を完成し，それをｆｌｌ１Ⅱした量産技
術も1M:立した。この技術は，lul版'三I11IIllが液IIiTIIプノラー
フィルターで当初業界の先nlHiを辿ることに大きく
貢献した85。
なお，需要家から，型,1iiI1や1文術の|ﾙ１発，製造に
ついての`情報を入手する機会に恵まれたので，部
材企業は，研究|汁１発や設備投資の|'|<)を絞ることが
でき，その結果，最先端の材料をＴＩ1場にいち早く
供紙することもできた86．鹸近，液,Iii1,部材各社が
各部材を組み合わせた高機能の裡合部材の|)'1発に
１１１ﾙ|'んで，成果をⅡ)していることも，需要家から
の情報交換がきっかけとなったと見られる。
Ｄｉ１３に，液lii1,企業と液晶部材企業|}１１の力関係が
変化した。19901[ﾐ代前半までも，’三|本の半導体産
皀柴に比べ，液晶産業では，材料や装置などｌｉｌ;|辺産
業が育っておらず，参入していた部材企業も，液
,Iii1,企業に比べ弱い立場であった。液''ii1Iパネル企業
o)1Ｗi企業の位置に過ぎない企業も少なくなかっ
た。Ｉﾀﾞ||えば，1990年代半ば，カラーフィルターの
iilll1/|〔竣料は，シャープ，東芝などの液ｌｌｉｉ１１メープノー
から提供されたガラス基板に(LL付け処111をして
納入していたが，それは下請け作業'1<lな色彩が強
かったH7o
しかし，第１と第２でみた販売拡人と技術蓄積
によって，液晶企業とのｌｌｌ]のﾉﾉ関係が変化した。
前述したように，液晶部材企業0)繭iいIllli緒交渉力
も，こうした力関係変化の一つの｣iMわれである。
さらに，韓国，台湾の液ilii1,企業が新川l参入して
'三|本企業より速いスピードで成優したため，’三|本
液,１，１１，部材企業は'三1本の液晶企業以外にも需婆先を
拡大することができた。よって，［|本の液晶部材
企業0ル１本液晶企業へ0)依存１１１がＭ卜し，そのｉｉ１ｉ
采，’三|本液品企業との取り|関係が|<諭に近いｌｌＬｌ係
から対等なllLl係へ変化したのである郷。
要するに，液,!n1,部材にlI11していえば，この10ｲ1三
～20年の'''1に，｜｣本0)液I1n1,企業による部材企業へ
の協力が液,'n1,企業|=|身の交渉ﾉﾉ，対抗力をｲ:Ⅱ対的
に弱めたという，一見，逆説ｌＷな結果がもたらさ
れた。
第４に，すでに確認したように，液晶部材の需
要家と供給背の|ﾙI力の論り|が11Mいた結果，液晶パ
ネル企業'二|らの部材内製化が]Mれている。これは，
液,!iＴｌ,部材企業のI111i格交渉力を弱化する要因になっ
ている。
その際，部材の内製化を可能にする技術は，部
材企業と0)|ｶﾞﾙﾉﾉの１１１から蓄横された血がある。Ｉﾀﾞ'｜
えば，ｌ除|玉|の液I1n11メープノーは，’三１本液晶部材企業
との協ﾉﾉによって，液I1ii1,の設計力と部材の技術情
報を蓄積した。すなわち，韓国の液晶企業は'三|本
の部材企業とのlMlを拡大するLIIで画質|ｲﾘ上の決
め手となる材料技術を学び，パネルの設計ﾌﾞﾉを高
めた上に，’三|本の部材企業から供給された部材を
グループ|ﾉⅦ)素材メーカーに|Ⅱ|し，徹底lLl<｣に分析
してきたとされる。その結果，第３と逆に，部材
企業による液,liil,企業への協力が供給者自身の交渉
ブハ対抗ﾉﾉを弱めるという１Ｍ象がもたらされたの
である。
2．部材取引の連鎖による影響
繰り返し述べたように，液llii1,部材間には，技術
｢'<１，Ｔｌ7場'''<'に躯凹llLI述をもつ場合が多い。これは，
液I1T1lパネル企業との１１N引に至るまで〆各部材企業
'''１に連鎖'''<1な11Nり|が行なわれていることを意味す
る。製造二Ｍ,1の流れという)''１の/r'１隻からも，ｌｌｉＨＩｕ
したことが言える。すなわち，Ⅱで1M{認したよう
に，各製造]卿の流れに沿って，それぞれのＪ:ｲＬｉ１
に主に使われるⅢ|(材があるが，これは，液liTI,パネ
ルを完成させていく」二で，工程|H1，工程内に部材
の迎鋤的なlIX引が行なわれることを示す。
そうであるならば，ある部材薑企業が供給者と需
要家のii1IﾉﾉのJ1/:場を兼ねるケースが多いことにな
る。１Ｍ|の述jWiの'１１で，一つの部材企業が需要家
と供給背の二11i'1<1な機能を果たしているのである。
そして，需要家と供給者|Ⅲlのl111i格交渉，ii1ii者''１１の
|ｲﾙﾉﾉなども迎釧|'|<1に行われることになる。
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そこで，企業ｌＩＩｌ取り|のjIu鋤0)ZliIﾀﾞllを検討した｣二
で，その影郷について分析しておこう。
２１(｝ｌに，プノラーフィルターメープノーは，ガラス
jiL板メーカーとＩＴＯ膜メープノーからそれぞれガ
ラス基板とＩＴＯ膜を調達して，それをｊＵｌＩＴ:した，
あるいは組み付けたフィルターを液,'iil,パネル企業
に販売しているS，。それに，プノラーフィルターメー
プノーは，その原料のレジストを，インクテック，
DIUi(応化工業，東洋インキ製造，ＪＳＲ，｜三位化成
二[業，富三上ハントエレクトロニクステクノロジー
など，レジスト企業から説|達している。
その場合，プノラーフィルターメープノーは液,'iTI,パ
ネル企業に対しては供給打の立場であるが，プノラ
スルL板，ＩＴＯ膜，レジストの企業においては，
需班者の立場に|、る゜
創り２に，レジストメープノーは，ｉ容所'1に分散した
顔料などを外部購入しており，従って，顔料のllY
iⅡにおいては需要家でもある。
第３に，偏光板とそのllLl述部材U)llYﾘ|にも連鎖
が１Ｍれる゜
繰り返し述べたように，lllTii光板は'１１ＡＣフィル
ムとＰＶＡフィルムによって織成されており，そ
れゆえ，液晶パネル企業に対しては供給者である
I1iiii)'6版メープノーが，ＴＡＣフィルムとＰＶＡフィ
ルム企業に対しては，需要家の立場である。さら
に，すでに確認したように，位杣雄フィルムや)又
9illyjll二フィルムもl扁光板メープノーに供給される
から，lhi光板メーブＪ－はこれらの部材の需要家で
なる。
ガリ'1に，バックライトのWli成部材も，そ0)原料，
材料は他の企業から調達することが多い。｜ﾀﾞ|lえば，
反射板メープノーは，その原料0)ポリエステルやポ
リエチレンテレフタレートなどを外部から調達す
る。バックライトの場合も，ｌＭｌｃﾉ)述釧が見られ
るのである。
こうした取り|の連鎖は'三|本の液,1市1,部材企業の成
長に貢献した１１｢能１４１三が高い。
ｊｌｉ１ｉｌに，ある部材.企業が横ＩＭＩ(|'|<1な設Illi投資を行
なえば，取り'0)連鎖を皿じて，連鎖１２の他社も設
llli投資を行なう現象が現われた。｜ﾀﾞ'|えば，ＰＶＡ
フィルム市場0)上位のクラレや'二|本合成化学T:業
が，2007年をめどにＰＶＡフィルム化jliri能力の人
''１，墹強を実施すると発表しているが，その主たる
IIl1ll1は，’三lll1fliI:など|可フィルムの需要家がh1i極
111<lにLli廠能ﾉﾉを問めているためであるとされる'１０．
ｺﾞﾘ２に，１１)(ﾘ'0)連鋤は，技術面では，飛直関述
をもつ多様な技術が絡み合っていることを意味し
ており，従って，llYﾘ|迎釘iを通じて部材の技術変
化0)源泉と内容が多様化していく川能性も高まる。
それは，製法0)進歩の連釘iで，新たな部材・材料
のlIlIMO)述釧等0)形でJMれる゜例えば，液晶パネ
ルが人｣UIl1化する場合，そ0)大型液品0)バックライ
ト拡１Ｍ(板を従来とおりのアクリル樹脂で作ると，
l7il樹llhiが湿気で)又るl1H題がⅡ}てくる。そのため，
拡散板0)Zli原料を，アクリル樹脂から汎|Ⅱ樹脂0）
ホリスチレン(1)S）に変える動きが現れた９１。
このように，部材や製法のl支術変化のﾙｉｉ泉及び
内容が多様化することは，液,IiTl,部材のljlJ連産業１１ド
の技術基鮒0)l1j〔みが１Ｗしていくプロセスと解釈す
ることができる。
ｆｉＹ３に，１Ｍ'0)連鎖によって，ある一つの部材
企業が需嬰家であり，供給行でもあるケースが少
なくないため，該当する企業からみれば，正直|↓9
連のある複数部|《ｲ0)l支術情報・市場情報の蓄械が
可能になる。よって，一企業が，技術'1<lに関述す
る多くの部材に１１$わることも容易になる。多く０）
部材セグメントに携わっている'二１本液,'１１１，部材企業
が多いことはすでに確認したが，それも，こうし
た１１Yﾘ|の連釧に負うところが大きいように思われ
る。
とはいえ，必ずしも部材の取り|速鋤が液晶部材
企業にいい影劉1のみを与えたと限らない。前述し
たように，110(ﾘ'0)jIlI鎖によって前方と後方の取り｜
｜《１１丁に挟まれたﾙiIiLl4，Iilli格交渉ﾌﾞ]が弱くなって，
採算が悪化した部材企業もあるからである。
3．利益の確保と積極的な投資
（１）高い価格交渉力による高収益・好採算
需班家との利害が対立するｌｌＩｌｌ而として，部材企
業の高いＩｌＩｉ格交渉ﾉﾉを指摘したが，こうした高い
Illi格交渉ﾉﾉに基いて，［１本の液晶部材企業のＩｌＷＩｆ
性，あるいは，採算は良好になった。さらに，部
材企業が投資ⅡｲillNO)確I呆のために値｣こげを行なう
事|ﾀﾞ'|すらある。Ｉﾀﾞ'|えば，前述したように，常．こ'ず写
真フイルムは｜(柵の設Iilli投資をIMLiうために，２０()４
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年下期に製品価格の引き上げに踏み切った。また，
前述したように，2006年上期に，ＰＶＡフィルム
メーカーが偏光板企業に値上げを要求した際，そ
の理由の一つは，今後の設備増強のための財源確
保であったといわれる。
こうした事実を，部材産業の寡占橘造が部材企
業の高い価格交渉力の要因になっていることと考
え合わせると，産業組織の特`性が企業間取引を媒
介にして部材企業の収益性に影響を及ぼしている
ということができる。
表２を手がかりにして，日本の代表的な液品部
材企業の利益率（2005年度）について検討してお
こう。
この表によれば，各社の，液晶部材を含める事
業部は，全社売上高のうちの織成比より，全社営
業利祐のうちの構成比が大きい。液晶部材事業の
収捕性が高いことが示唆される。実際に，液晶部
材を含める事業の営業利益率は，全社のそれを上
回っており，同事業で20％以上の営業利益率を記
録した企業もある。表２に'１}ている主要６社の平
均を計算してみると，液晶部材を含める電子材料
系事業の尚業利益率は15.7％で，本業の7.1％よ
り２倍以上に達している。利益の大半を電子材料
で稼ぎ出すメーカーもある。
表22005年度主要液晶部材企業の全社，事業部別経営成果（連結）
注：液晶部材を含める事業台は，ｌ]東電工は電子材料，旭硝子は電子・ディスプレイ，ＪＳＲは多角化事業，ロ本ゼ
オンは高機能材料事業，スタンレー電気は電子機器，凸版印liil'|はエレクトロニクス事業である。
資料：各社決算資料により作成。
（２）積極的な投資
良好な採算，あるいは高い収益を財源にして，
Ｈ本液晶部材企業は，積極的な投資を行なってき
た。値lilれしない部材市場で上げた利益が，次世
代の先端素材の開発や生産に効率的に振り向けら
れるという好循環が生まれたのである。こうした
好循環が日本企業中心の寡占構造という液晶部材
産業の産業組細面の特徴を一層強化しているとも
いえる。
岐後に，代表的な部材の投資状況をみておこう。
ガラス基板では，世界最大手の米コーニングの
ほか，旭硝子，日本電気硝子が生産能力の増強に
取り組んでおり，とりわけ，第８世代基板の設備
も建設している。ガラス基板企業の生産能力の増
強は，海外拠点の生産拡充を伴う形で展開されて
いる。
カラーフィルターにおいても，2006年に入って，
亀'11第２工場の稼動を機に大手カラーフィルター
個別企業の経営収支状況を概略的にみれば，
2005年の旭硝子の電子・ディスプレイ事業は２桁
の対売上高営業利益率で，大手電子各社の同利益
率の平均の５％をはるかに超えている。主として，
テレビ用液晶のガラスのIilli格下落幅が小さかった
からである。日本ゼオンの高機能材料事業部'''1と
JSRの多角化事業部門は，２０％台半ばの対売上
高営業利益率を記録している。
日東電工の電子材料事業部'''１も，18％弱の対売
_上高営業利益率を記録した。ただし，この偏光板
事業では，参入企業数が多いこともあり，企業ご
とに利益率のばらつきがある。住友化学，ＬＧケ
ミカル，台湾の偏光板メーカーなどのfIIiilii率は，
日東電工の利祐率を大きく下回っている。なお，
最近の新規参入の続出と価格の急落のため，２００６
年度の偏光板企業の対売上高営業利益率は前年よ
り卿並み下がると予想されている。
売上高
(億|Ⅱ）
営業利益
(億ＩＴＩ）
液,L7i』,部材関連事業の構成比（％）
(営業利続の内） (売上高の内）
液晶部材関連事業の
利益率（％）
[|東電Ｉ 6,263 892 5２ 6６ 17.9 
旭硝子 15,267 1,182 2９ 5２ 13.7 
JSR 3,382 567 4２ 6７ 26.8 
'二１本ゼオン 2,631 268 1６ 3８ 24.4 
スタンレー電気 3,118 291 3１ 4３ １３」
15,978 ＬｌＯ２ 2１ 2８ 8.9 
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企業の生産能力拡大や増産が相次いでいる。
偏光板においても，日東電工や住友化学などが
設備投資を活発に行っており，日本だけでなく，
韓国や台湾での投資も果敢に行なっている。日本
ゼオンは〆位相差フィルムの年産能力を引き上げ
るために，同社子会社の高岡工場92に，樹脂をフィ
ルム状に加工する設備を増強してきた。
ＴＡＣフィルム事業では，富士写真フィルムの
投資活動が目立っている。同社は，2006年１０月末
に熊本でＴＡＣフィルムの大型工場を稼動したに
次ぎ，ＴＡＣフィルムの新工場を神奈川県南足柄
市に新設すると発表した。ＰＶＡフィルム事業で
も，クラレは，2005年４月に新たな生産ラインを
設けたに次ぎ，2007年６月をめどに生産能力の５
割増のための投資を行なうと発表した。同じ事業
で，前述したように，2006年５月に，日本合成化
学工業も，同社熊本工場の生産能力の増大を発表
した93。
ただ，2001年のＩＴバブル崩壊による苦い経験
があり，投資に際して，部材企業は慎重さを崩し
ていない。さらに，投資規模を抑えるための工夫
も現われている。例えば，2005年に，大日本印刷
が黒llliii工場にカラーフィルターの生産ラインを墹
設した際，その製法にインクジェット方式を初採
用したが，その背景には初期投資額の削減という
狙いがあった。日東電工が広島県尾道市に建設し
た新プロセス棟で，偏光板の材料開発から生産技
術，物流工程まで見直しを加えたのも，投資コス
トの削減がその重要な目的であったとされる９４。
液晶テレビの価下げが続いてきたため，大型液
晶パネルのImi格下落が｣止まらなかった。そのため，
液晶各社は部材調達費の圧縮に軸足を移し，特に，
部材コストの比重が高い大型液晶を中心に，部材
企業へ値引き圧力を強くかけてきた。対立の側而
である。
他方では，共同開発を含めて，部材の供給者と
需要家間の協力がみられた。液晶パネルの新しい
工場に'三|本液晶部材企業が立地していることも，
協力の例である。部材の供給者からも，需要家か
らも，協力の論理が強く働いたからであるが，特
に需要家からの協力の論理は，部材の内製化とい
う形でも現れた。
日本の液晶部材企業は，こうした協力によって
技術力の蓄積，販売の拡大を成し遂げ，パネル企
業との取り|上の交渉力をも高めた。当初パネルメー
カーとの間に下請け的な立場であった部材企業が
少なくなかったことを考慮すれば，部材の取引上
の大きな変化があったといえる。こうした部材企
業の交渉力の強化は，需要家との協力によって可
能になった面もある。
それに，液晶部材･産業は，現場の製造技術の積
み上げを重視する日本企業の一般的な特徴とマッ
チする側面が強かった。そのため，日本企業が異
業種から同産業に新規参入することが容易であっ
た。すなわち，1980年代後半～90年代前半，参入
障壁がそれほど高くなかった段階で，それまでの
本業で蓄積した技術力を生かして参入した。その
後は，需要家との取引の中で，製造技術を積上げ
的に蓄積して，高い市場地位を構築することがで
きた。
従来の本業をはじめ，液晶部材以外のいくつか
の主力事業を抱えることによって，液晶部材事業
の投資回収上の難点にも耐えられた。
しかし，他の製造業にはそれほど見られない，
液晶部材･産業特殊な現象も現れている。例えば，
部材企業が市場取引における高い価格交渉力を発
揮することや，その撹乱要因が共存していること
がまず挙げられる。
また，部材間の取り|の連鎖が存在しており，こ
れは主に部材企業にプラスの影響を与えてきた。
例えば，ある部材･企業が積極的な設備投資を行な
えば，連欽上の他社も設備投資を行なうという現
Ⅸ、結論
日本液晶部材蘂の産業組織と企業間取引には，他
の産業のそれと似通っている点が少なくない。他
方では，この産業の特殊な特徴も現れている。本
文での分析に基づいてこの点を整孤した_上で，今
後の研究課題について簡単に述べたい。
日本の他の製造業でも一般的にみられる現象に
ついてであるが，まず，需要家と供給者問の取引
において，一方では，IilH格交渉などをめぐる激し
いせめぎ合いが，他方では，両者の協力が行われ
るということは，自動車部品，鉄鋼，半導体など，
多くの中間財の取引にも見られる。
Hosei University Repository
6６液晶部材瓠の産業組織と企業|H1取りＩ
[追記］水稲の一部は，筆者が東京大学２１世紀
ＣＯＥものづくり経常研究センターの「コンピュー
ター産業研究会」で報告（2006年９月211]）した
内容を加筆・Ｉ|多正したものである。同研究会の場
では，参加者の方々から貴重なコメントをいただ
いた。なお，’三|本政策投資銀行の産業技術部と調
査部の方々からも貴重な情報やコメントをいただ
いた。記して感謝の意を表したい。
象が起こった。また，取引連鎖を通じて部材の技
術変化の源泉が多様化していく可能性，従って，
液晶部材の技術変化の内容が多様化していく可能
性も高まった。さらに，取り|辿鎖によって，垂直
関連のある複数部材の技術情報・市場情報の蓄積
が可能になり，一企業が技術(l<]に関連する多くの
部材に携わることも相対ｌＷに容易になった。
しかし，取引連鎖のマイナスの面もあった。例
えば，取引の連鎖によって前方と後方の取り|相手
に挟まれ，１m格交渉力が弱まり，採算が悪化する
部材企業も現われた。
部材･企業が取引企業の数を増していく現象と，
すでに述べたような液品企業の襖数発注政策を組
み合わせて考えると，液I1iil,部材の取引は，必ずし
も相対取引と言い切れない。特定の需要家と供給
背の協力の必要性が高い''1で，相対取引と言い切
れないという現象が現れるのはい興味深い点であ
るように思われる。
現に，日本液晶部材企業は，国内の液晶企業へ
の依存度を低くしつつ，より積極的に国際展開を
行なっている。日本企業同士の取り|の重要性が高
い産業が多かっただけに，こうした液晶部材の国
際的な企業間取り|は新しいljl象であり，今後注目
される点を多く示唆している。
最後に，残されている今後の研究課題について
であるが，第１に，液晶部材企業と液晶パネル企
業間の関係の具体的な内容についてo)分析が必要
である。これは，日本の液晶部材産業の発展過程
を明らかにする上でも欠かせない作業である。と
りわけ，1980年代以降の企業''１１協ﾌﾞ]と対立の'二１１身
について検討を加えたい。第２に，日本液晶部材
企業が参入前に行った経験が，参入後の活動とど
のように結びついており，どのような限界をもっ
たかについて，当事者へのヒアリングをはじめ，
実証分析を積重ねてIlWlⅢするべきである。この作
業は，現在の液晶部材事業を各社の臓史の中で位
置づける作業でもあり，そのため，主要な企業を
選んで企業事例を分析する方法が有効であるよう
に思われる。
半導体材料との比較を通じて，液晶部材産業の
発展過程及び取引の特徴をlUIらかにすることも研
究課題に値すると思われる。
］『化学経済｣2004年11)１号。
２『'三|経マイクロデバイス｣，2005年６)三川；同，
2006年４月号。1999年の台湾工業技術院の資料に
よれば，PClll液11両１，（3.5世代）I111i格の45％が部材
コストであったとされる。
32006<'三１０ﾉｰ|にも，品質－ｔの問題が発上|ルたため，
’三|水の某プノラス基板メーカーが台湾で橡側してい
る２つの液品川ガラス基板製造窯のうち１つを一
時仲｣こした。2007年明けの再稼働をめざして窯の
修復を行なうという（『Ｕ本経済新MllL2006年９
）二12711)。
４『11経産業新聞』，2006年71151三１．
５束アジア各国の部材企業と需嬰企業'''1の国境を
越える協調・協力という観点から光ドライブと光
ピックアップの関連を分析した研究として，善本
哲夫・新宅純二郎「海外企業との協業を通じた基
ｌｌｉｆ部材と完成,YI事業の連携モデル」『ＢＵＳＩＮＥＳＳ
ＩＮＳＩＧＨＴＡＵＴＵＭＮＬ２００５年秋号がある。
６薄膜材料は，半導体にも液晶にも使われるので，
iilii方の供給者が重なっている（W(上幹『液11,,1,ディ
スプレイの技術革新史一行為連鎖システムとして
の技術一』白桃書房，1999年，５２頁)。
７岩)l:善リム・和泉志(111『液晶部,iii1,．材料ビジネス
最iii線』兀業調査会，1995ｉ1ﾐ，１５ページ。
８岩)|:善リム『液晶産業』工業調査会，2001｛1{，１４４
ページ。
９『[|経ビジネス』，2003年４月141三|号。
１０この原料は，水に溶けやすい，｜摸に力l1JLやす
い，接着しやすいなどの性質を持つので，合わせ
プノラスのｌｌ１ＩＩｌ１膜や紙加工材にも使われる。
１１バックライトユニットは，光iMiからの光の照射
モードを基準にすれば，透過型，半透過型，反射
型等に細分することができる（鈴木八-'二『)三|刊
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ディスプレイ」，2003年６月弓，４ページ)。
ｌ２泉谷渉『これがディスプレイの全貌だ』かんき
｜Ⅱ版，2005〈１２，１１０ページ。
１３．泉谷，前掲晋，１０２ページ。
'’１液陥駆動ｌ１１１Ｃの特性や取り|については，Illl稿
「携帯電話機部ＩＩｉｉ１１の企業間取り’（２）：半導体の取
り|」『経営志林』第41巻第３号，2004(F1１月を参11<(
されたい。
１５印刷３社ＩｌＩＩに企業文化の違いもあったとされる。
Ｉﾀﾞ'|えば，大[|本[l11iilllは，コスト意識が強かったの
に対して，凸版印liilllは家族経営的な色彩が強かっ
た。共同ElIliilllは，，11,版印liil'|と人'二１本'二Ul1llと比べる
と，カラーフィルムなど当時のハイテク事業に械
極的でなかった（『'三|経金融新聞』地方経済面（｢11
’五|Ｂ)，2006年４月13日；『[|経旅業新聞』，1988｛'三
４月30日)。但し，光村印Iilllのように，より遅れて
カラーフィルターTIj場に参入した印liilll企業もある。
１６『Ｈ経金剛(新lilI肌1993年1川２１」；『｢１本経済新
IfM』，1993ｲI畠７)三１９１三ｌｏ
Ｉ７もちろん，このⅡ柳１，先発企業も設備投資を拡
大していた。Ｉﾀﾞ||えば，1994年に，人'三|本印刷は，
既存の埼玉県久喜１場に加えて，プノラーフィルター
増産のために埼玉県大利根'１１｢と広島県三原TITに新
たな工場を建設した。
ｌ８岩井・和泉，前掲書，８４ページ；『'二１本経済新|Ａｌ』，
1994年８月241］；同，1995年２１三1241二l；『[|経厳樂
新聞小1994{Ｉｉ６１三１６１三ｌｏ
ｌ９１Ｗｌ１束塗料の子会社のシントーケミトロンは，す
でに1980年代木からカラーフィルターの研究を手
掛けていたとされる。
２０ただ，その時点で，フィルターの製造方法は，
染色法，顔料分放法，FUIiilll法，蒸着法，電着法な
ど複数あり，主流の技術が定まっていない状況で
あった。それが，カラーフィルターメーカーの投
資の慎重さの一つのMl1でもあった。
２１１mの液晶部材に比べ，カラーフイルダ－１１J場に
おける参入企業数が多い理''1や意IUl〈も|H1わればな
らないが，本稿では立ち入らない。
２２大倉工業の場合，2004年に光学フイルムなどの
新規材料事業の部lII1営業利益が21億''１となり，本
業の合成樹脂部|Ⅱ|を抜いた。
２３それまでのI|『業でj滞った技術，ノウハウを液,'iil，
部材事業でiililllできるという判断も参入の皿'11と
思われるが，この点はＨ本企業の高い市場地位の
孤山でもあるので，それを述べるところで改めて
検討する。
２４『'二|本合成ゴム株式会社三十(|孟史』。
２５ただし，｜Til社の場合，新規ZIl業の発掘のための
取り組みは早く，例えば，1980〈1:に新規事業の本
格展Ｉ)flを|ﾙⅡ(イル，８１年には，新事業の展開のため
に情報材料の研究|)M発をスタートした。
２６液晶部材をはじめ，新規Zl1業が各社の高収]１１Ｗ）
ｉ原泉になっている点については後述する。
２７中国のチンホウ，台湾の大立高分子も，主にＳＴＮ
型液晶に液,IiT1,材料を供給している（泉谷，前掲書，
102ページ)。
２８ただ，大日本インキ化学Ｊ:業がメルクとチッソ
の特許を使わないＴＦＴ型液ｌｉｉｌ,材料の基本的な|ﾙ１発
に成功したのは2000年である。なお，同社の液,W，
材料zl｢業は，スイス医薬,lii1,メーカーロッシュの'１
本法人との折半Ｈ１資企業のロディック社を通じて
行なわれている。
２９『JETROJapanEconomicMollthly』（'三|本貿
易振興会)，November2005o
30『日経エレクトロニクス」2006年５m22[|号。
３１『[|経ビジネスル2004年１１１５n号。
３２『ＪＥ'I1ROJapanEcolDomicMonthly」（'三|本貿
易振興会LNovember2005o
33『化学経済』，2004年１１１１号。
３４『JE'1,ROJapanEcollomicMollthly』（[1本貿
易振興会)，November2005o
35『l]経雌業新聞』，199'１１１(9)=1291｣。
３６泉谷,前掲書,５２ページ；岩)I:,前掲書,151ページ,
３７『JETROJapanEconomicMollthly』（ロ本貿
易振興会)，November2005；『'三|経産業新聞』，
2006年７)='７１｣。
３８１]束fliこ[は，従来，デスクトップパソコン１１１の
液晶向けが三i;流であったが，一枚のフィルムに特
殊樹脂を塗ｲ|丁して大画面テレビに対応できる敵産
技術を|)ﾄ1発したという（『[1本経済新聞』，2006年２
月１日)。
３９液,WI部材の供給ｲ〈足が深刻になったことに対応
して，ｚｌルは，海外での４Ｍ三拡大を急いできた。
例えば，Ｌｌルは，合弁会社のある韓国亀尾に約２０
万㎡のこ[場１１１地を取得し，液Ilii1I111フィルムや高機
能樹脂の生))ｒｉをIll1始した_上，液晶の光学部材など
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6８液I1iT1I部材の産業組織と企業ＩｌＩｌｌＭｌ
に使う厚物ポリエステルフィルムのアジア生産能
ノノを６;!{１１高めた（『'1本経済新|}|｢1川2004年５ﾉｰ'2２
１三|；|同'’2004年７)127[l)。それに，｜同１１<|:は，ilJ場
の供給不足懸念を緩和させるために，帝人デュボ
ンフィルム社とのＩA1に'二1色ポリエステルフィルム
の特許供与契約も結んだ（『｢|絲洲:柴新'11｢ｌＬ２００４
｛11121110Ｈ)。
４０『[|経マイクロデバイス』，2001ｲＩｉ３)二１号。
４１ただ，最近，’'1国や台湾の参入企業も台Ⅲiして
いる（泉谷，前化)譜，110ページ)。
４２泉谷，前掲書，102ページ；ヤ!〃|:，前掲評，１５７
ページ。
４３’１１ＡＣフィルムと違って，１Ｗ「フィルムは，複ＩＨＩ
折による1([色のモアレが発生するから，液I11ilIパネ
ルには使えず，プラズマパネルに使われるという。
4'１ポリマーは光を適度に拡ＩＭ(や透過させることに
よってimi像のIﾘ|るさや鮓Iﾘlさを保つ材料である。
４５『ElectronicJournal』，2006｛li9)三1ﾄﾁ。
４６『JETROJapanEconomicMollthly』（｢１本貿
易振興会)，Novombor2005o
'１７『l｣経産業新'1M』，2006年３)１３１=ｌｏ
４８『Elect1℃llicJourllalL2006ｲl:９ﾉｰ１号。
４９『'三１本経済新聞｣2005年12)三１７１三|；『'三|経産業新
IlllL2005年10ﾉｰll31Zl；同，2006<'三５)二118[Ｉ。
５０粁ﾉﾄ，前掲書，160～161ページ。
５１『日経金融新lhlj2006fMﾉｰl271Zlo
52パソコン１１１液晶パネルのll11i格はこの'１柳１－峨乢
た。｜ﾀﾞ11えば，１５型液晶のｌ１Ｉｉ格は，2005年４)]から
１０月の半年|Ａ１に20％上昇しており，１７型液晶のIIlli
格も2005｛|:２)jから10月の'''１に５％_上昇した。
532006年８月以降は，パソコン111液I1ii1IのIllIi格が上
昇にDIi式じている。採算が悪化した台満液1W,パネル
メーカーがflZ未の需要期入りのタイミングを捉え
安値是IIiに動いたためであるといわれる。しかし，
１１１１には，液liil,パネルの年末割ｉｉ哩がピークを越え
ト||場に上げ''二り観が広がった絲采，ｌ７Ｌｉｌと19型の
Illli格が小'､i下落した（『L１本経済新ｌｌ１ｌｊ２００６年11
）1231三1)。
５４『}三l経産業新Ihl』，2005年８)1231]。
５５『|｣経産業新'11｢l』，2006年５１=ｌ１Ｏｌ１ｏ
５６液品部材の''1でも，偏光板のように，－１１Ⅷ１，
（l11i格の下落''１mが大きかった部材もある。｜ﾀﾞ'|えば，
３２型液晶)'１偏光板のIllli格は，2004ｲ|:鋪31111半ｌＵｌか
らｌ｛lillllに30～40％も下落した。ただし，2005ｲ'2
後半からは，I1lIilff下落が緩やかになり，2006年－１：
’01の半ｲ|:'''１のliTii光板のIllli格下落率は，１０刑Vにと
どまった。
５７『'三|経旅柴新'111』，2006<|Ｈ５)1101三１．
５８『'１紐エレクトロニクス』，2006｛'三５月221」lう゜
５９前述したように，偏光板やカラーフィルターilj
場では，他の液,lil1,部材より参入企業数が多いこと
も，I1llilYf交渉力を弱める要因のように思われる。
６０『l｣本経済新ＩｈｌＬ２００６(|:11月１８，．
６１『１１経エレクトロニクス』，2006年５月221］リナ
６２『lqIo(}trolli(HJoumal』，2006ｲ129)1号；『'1ｲｽﾞ維
済新'11｢|』，２０()5〈Ｉｉ６１三1171｣。
６３『'二|経エレクトロニクス｣2006年５月221三|ﾄﾅ。
６４『[|経i瀧業新旧｢|』，1994イド５)]17日。
６５『｢I経)lri業新M|｢l』，1995ｲlil2ﾉｰ１１［ｌｏ
６６友達光fuは，パソコンの宏碁（エイサー）と半
導体の聯Ｉ１ｆｆ１ｉ子（ＵＭＣ）の液晶子会社が合()｜し
2001年９)二lに発足した液/１１１，企業である。当初は，
パソコン|ｲﾘけがほとんであったが，最近，液１７１テ
レビ|rilけパネルの製造も1Wやしている。
６７『|]経マイクロデバイス』，2005年６月号。
６８『日絲マイクロデバイスル2004年２月丹；liTl，
2005〈|ﾐ６)－１号；『'三|経産業新ｌｈｌＬ２００６年４月121-1.
液/iil部材のlji〔料の生産拠点を韓|刊に設けた企業'１/'｜
として，三愛レイヨンが挙げられる。同社は，轆
国輔２のイiilll化学メーカーの湖南石１１１１化学と折半
ｌＩｌ資して設立した企業で拡散板の材料のアクリル
樹脂１１;(料を４Ｍ:すると，2006年１)]311二|に発表し
た（『'二|経)瀧業新聞』，2006年２)ｊ’'三1)。
６９『|｣総マイクロデバイス』，2006年４１１号。
７０ＳＣＰは，1973ｲ'三に三塁電子とコーニング社との
合弁で設立された企業である（三型誼子水原]:場
及び展示ilW)見学（2005年２)1281｣)）
７１『Ⅲ経マイクロデバイス』，2006年８)]号。
７２『'三l経マイクロデバイスル2003年４月号。
７３凸版|川１１１１は台満の広輝電子にカラーフィルター
を供給していたが，2006年lOrlに友達光電が広)Ｉｉ１（
題子を吸収合()|:したので，凸版印),i''1は友達光fuへ
の販売も行なっている。
７４利金光fuは台濟化学大手の和桐化学の系ﾀﾞ１１企業
として1999イドｌ)］に設立された。
７５『'三|経マイクロデバイスル2006ｲ|皇ｌ)1号。
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7６もちろん，海外で部材の一興生産を試みた例が
ないわけではない。新１１１１，雑誌等の報道によれば，
）lLl硝子が台湾１１｣部の「雲林科技工業区」内に設立
した「旭iii1iT發股科技」では，液IW11ガラス窯も
新設し，原料からの－１:1ｌＬＭｉ体ilil]を'又'ると発表し
た。また〆住友化学も台湾の「南部科学工業園区」
に製造子会社を設けるに際して，一貫生産工場の
新設を決めたという（『|｣本経済新聞｣，2000年７
）]18日；『口経マイクロデバイス』，2003年４月号)。
７７『日本経済新聞』，２()05ｲ|Ｈ１)三ｌ２０Ｕｏ
７８『Ｕ本経済新聞L2006ｲ|ｴ10)126[１．
７９『ロ経産業新聞』，2005｛|z８月231-|；、１，２００５年９
Ｈ３Ｌｌｏ 
８０新宅純二郎・許経lﾘｌ・脈IIL庭『台湾液陥産業の
発展と企業戦略』ＭＭＲＣＤＩＳＣＵＳＳＩＯＮＰＡＰＥＲ
Ｎｏ､8４（東京大学211U:紀ＣＯＥものづくり経営研究
センター)，2006年６｝１，１４ページ。
８１『日本経済新聞』，1993(ＩｉｌＯ１ｌ１１=|；liJl，1994年８
月24ｐ；同，1995{'三３)１１５[｜；同，1995年６)125
ｐ；『日経産業新IillLl99'１ｲＩＺ６)１６１三|；旧１，１９９５
年12月１１Ｅｌｏ
８２新宅・許・蘇，前掲論文，１１～12ページ。
８３『l]経産業新聞』，2005ｲ|ﾐ１０)二1121三|；|同１，２００６〈'２２
月15ロ。
８４液晶材料の開発のための液,1両'1メープノーと液晶材
料メーカーとの企業llIlIlU係のI雅史については，沼
上，前掲書，１１章を参Ⅱ('されたい。
８５『ロ経産業新聞L1983ｲＩｉ１１ﾉｰ'281」；同，1987年
１０月６日。
８６筆者が「コンピュータ旅業研究会」で，本稿の
内容の一部を報告した際，フロアーから，液晶部
材企業が液晶の試作ラインまでもっている例があ
るというコメントをいただいた。おそらく，これ
は，液晶部材企業と液,'而１１企業との技術的なコミュ
ニケーションを}llil1lにすることによって，取り|関
係を深めるための工夫のように)』われる。もし，
こうした推測が正しければ，部材･メーカーが液品
の試作ラインを有することも，需要家との協力の
必要`性を現わす一W'|であるといえよう。
８７『日本経済新聞』，l994fM)三１６１三１．
８８ＪＳＲは，液晶部材参人前の本業のタイヤ用ゴム
事業で，タイヤメーカーの下請的な存在であった
が，液晶部材事業に参入することによって，ユー
ザー企業と対等な関係を結ぶようになったといわ
れる。
８９粁)1２，前掲書，152ページ。
9(）『|]経産業新聞L2006ｲ|ﾐ３月151三1；同，2006年５
）１１１=|；同，2006年５月16｢１．
９１『'三l経産業新聞』，2006年１)1191三'。
９２１局|社の高岡１場は，1956年に１Ｍヒビニールの生
産拠点として設けられ，８４年には水素化ニトリル
ゴムの生朧を|)M始することによって，ハイテク路
線を歩み始めた．このゴムは'二Illi11IlIエンジンのタ
イミングベルトなど仁使１１'され，１１１:界ilj場での|両ｌ
ｉ(l:のシェアは約70％に達しているとされる。
９３『'二|経産業新聞｣2006年５月］［ｌｏ
９４『'二|経エレクトロニクス｣，2006｛'三５)1221]号。
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